
表紙
個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

　横須賀市は、個人住民税・森林環境税、固定資産税・都市計画税及び軽
自動車税の賦課徴収に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱い
にあたり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等に影響
を及ぼしかねないことを認識し、漏えいその他の事態を発生させるリスク
を軽減するために適切な措置を講じ、個人の権利利益の保護に取り組んで
いることを宣言します。

　横須賀市は、個人住民税・森林環境税、固定資産税・都市計画税及び軽自動
車税の賦課徴収に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱いにあた
り、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等に影響を及ぼしか
ねないことを認識し、漏えいその他の事態を発生させるリスクを軽減するため
に適切な措置を講じ、個人の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言す
る。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム5
②システムの機能

　団体内統合利用番号と既存業務システムの宛名番号とのひも付けを行
い、既存業務システムと中間サーバー・プラットフォームとの間で特定個
人情報の連携を行います。

　団体内統合利用番号と既存業務システムの宛名番号とのひも付けを行い、既
存業務システムと中間サーバー・プラットフォームとの間で特定個人情報の連
携を行う。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム4
②システムの機能

・家屋評価計算機能
固定資産評価基準に基づき家屋の評価計算を行ないます。

・家屋評価計算機能
固定資産評価基準に基づき家屋の評価計算を行う。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム3
②システムの機能

・地図情報管理機能
固定資産（土地）の地図情報（個人番号を含まない。）を航空写真・都市
計画基本図等とあわせて管理します。

・地図情報管理機能
固定資産（土地）の地図情報（個人番号を含まない。）を航空写真・都市計画
基本図等とあわせて管理する

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム1
②システムの機能

１　賦課システム
　地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例に
よる地方税のうち市税の課税データの管理、納税管理人や納付方法の管理
を行うシステムであり、次の機能を有します。①各税目の納税者番号の確
認・付番、②各税目の税額計算及び台帳の作成、③申告書等の情報の管
理、④納税者に関する基本情報や関係者情報の管理、⑤各税目の納付書や
納税通知書等の帳票発行、⑥法定調書等の資料情報の管理

２　収滞納システム
　市税の収納及び滞納整理データを管理し、次の機能を有します。①金融
機関からの入金情報の取り込み、②還付・充当情報の作成及び通知書の作
成、③納付書、督促状、催告書の作成、④統計・決算情報の作成、⑤口座
情報・納税貯蓄組合情報の管理、⑥延滞金・還付加算金の計算、
⑦滞納者情報の管理、⑧滞納処分書類の作成

３　宛名管理システム
　住民登録者及び住民登録外者の住所・氏名・送付先等の宛名情報を管理
します。

４　税証明システム
　市税に関する各種証明書を発行します。

１　賦課システム
　地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による
地方税のうち市税の課税データの管理、納税管理人や納付方法の管理を行うシ
ステムであり、次の機能を有す。①各税目の納税者番号の確認・付番、②各税
目の税額計算及び台帳の作成、③申告書等の情報の管理、④納税者に関する基
本情報や関係者情報の管理、⑤各税目の納付書や納税通知書等の帳票発行、⑥
法定調書等の資料情報の管理

２　収滞納システム
　市税の収納及び滞納整理データを管理し、次の機能を有す。①金融機関から
の入金情報の取り込み、②還付・充当情報の作成及び通知書の作成、③納付
書、督促状、催告書の作成、④統計・決算情報の作成、⑤口座情報・納税貯蓄
組合情報の管理、⑥延滞金・還付加算金の計算、⑦滞納者情報の管理、⑧滞納
処分書類の作成

３　宛名管理システム
　住民登録者及び住民登録外者の住所・氏名・送付先等の宛名情報を管理す
る。

４　税証明システム
　市税に関する各種証明書を発行する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
１．特定個人情報ファイルを取り扱う事務
②事務内容 ※
特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容の7から

７　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知しま
す。
８　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送し
ます。
９　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行います。
１０　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請
に応じた証明書を発行します。
１１　健康保険システムに所得情報を提供します。また、健康保険料情報
に基づき、社会保険料控除を
　　　算出します。
１２　各業務情報に基づき、障害者控除の算出、社会保険料控除の算出、
非課税者の抽出、減免額及
　　　び控除額の算出を行います。

７　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
８　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
９　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
１０　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応
じた証明書を発行する。
１１　健康保険システムに所得情報を提供する。また、健康保険料情報に基づ
き、社会保険料控除を
　　　算出する。
１２　各業務情報に基づき、障害者控除の算出、社会保険料控除の算出、非課
税者の抽出、減免額及
　　　び控除額の算出を行う。

事後
法令の題名等の形式的な変更の
ため重要事項に当たらない。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム6
①システムの名称

審査システム（eLTAX） 電子申告等システム（eLTAX） 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
１．特定個人情報ファイルを取り扱う事務
②事務内容 ※
特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容の6まで

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方
税のうち市税（個人市民税と併せて徴収する個人県民税及び森林環境税及び森林
環境譲与税に関する法律による森林環境税を含む。以下同じ）に関する事務全体
は以下のとおりです。
１　納税義務者からの申告・届出等や調査による課税事務
２　納税義務者からの納税の管理、納税義務者への還付等を行う収納事務
３　期限内に納付がない者への督促状等発送や滞納整理を行う滞納整理事務
４　納税義務者等の宛名管理事務

　特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容は以下のとおりです。
１　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認します。また、税務署、年金保
険者、企業、他自治体
　　から申告情報を取得します。
２　納税義務者からの情報により、控除、減免等を確認します。
３　２について、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律（以下
　　「番号法」という。）第19条（別表第２）に基づき、障害者情報や生活保護
情報等を情報提供ネットワ
　　ーク経由で入手し、減免等を確認します。
４　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供します。
５　１～３により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知しま
す。
６　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認し
ます。

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税の
うち市税（個人市民税と併せて徴収する個人県民税及び森林環境税及び森林環境譲与
税に関する法律による森林環境税を含む。以下同じ）に関する事務全体は以下のとお
りである。
１　納税義務者等からの申告・届出等や調査による課税事務
２　納税義務者等からの納税の管理、納税義務者への還付等を行う収納事務
３　期限内に納付がない者への督促状等発送や滞納整理を行う滞納整理事務
４　納税義務者等の宛名管理事務

　特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容は以下のとおりである。
１　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保険者、
企業、他自治体
　　から申告、届出情報を取得する。
２　納税義務者等からの情報により、控除、減免等を確認する。
３　２について、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律（以下「番号法」という。）第19条第８号及び番号法第19条第８号に基づく利
用特定個人情報の提供に関する命令（令和6年5月24日デジタル庁・総務省令第9号。
以下「情報提供主務省令」という。）に基づき、障害者情報や生活保護情報等を情報
提供ネットワーク経由で入手し、減免等を確認する。４　個人住民税における所得情
報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
５　１～３により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知する。
６　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認する。

事後

法令の題名等の形式的な変更
のため重要事項に当たらな
い。

提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

[　] 情報提供ネットワークシステム
 [　] 庁内連携システム

[　] 住民基本台帳ネットワークシステム
[　] 既存住民基本台帳システム
[　] 宛名システム等
[　] 税務システム
[○] その他（地方税ポータルセンタ（eLTAX））

[　] 情報提供ネットワークシステム
 [　] 庁内連携システム

[　] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[　] 宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（地方税ポータルセンタ（eLTAX））

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム6
②システムの機能

・地方税ポータルシステム（eLTAX）は、納税者の利便性の向上を図るとともに、税
務事務の高度化及び効率化に寄与するため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築
したシステムであり、平成17年１月から運用が開始されたシステムです。
・このシステムは、固定資産税（償却資産）、事業所税の申告、給与支払報告書等の
提出、各種申請・届出について、書面に代えてインターネットを通じて手続が行える
ものです。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付した電子データは、総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ、審査システム（eLTAX）で受領します。
・審査システム（eLTAX）は、媒体を介して税務システムとデータを連携します。
①審査システム（eLTAX）から税務システムへの連携：申告データ、利用届出デー
タ、申請・届出データ等
②税務システムから審査システム（eLTAX）への連携：プレ申告データ、特別徴収税
額通知データ等
・審査システム（eLTAX）には、以下の機能があります。
①個人住民税：給与・公的年金等の支払をする者から、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領します。ま
た、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給与所得及び年金所得者に係る特別
徴収税額を特別徴収義務者及び年金保険者に送付します。また、自治体間で寄附金税
額控除に係る申告特例通知の送受信を行います。
②固定資産税（償却資産）：償却資産の所有者から、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、償却資産申告書等を受領します。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、あらかじめ所有者名等を入力したプレ申告書を、償却資産の所
有者に送付します。
③事業所税：事業所税の納税義務者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じ
て、事業所税の申告書等を受領します。
※　令和元年１０月１日から稼働した地方税共通納税システムにおいては、特定個人

・地方税ポータルシステム（eLTAX）は、納税者の利便性の向上を図るとともに、税務事
務の高度化及び効率化に寄与するため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステ
ムであり、平成17年１月から運用が開始されたシステムである。
・このシステムは、固定資産税（償却資産）、事業所税の申告、給与支払報告書等の提出、
各種申請・届出について、書面に代えてインターネットを通じて手続が行えるものである。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付した電子データは、総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ、電子申告等システム（eLTAX）で受領する。
・電子申告等システム（eLTAX）は、媒体を介して税務システムとデータを連携してい
る。
①電子申告等システム（eLTAX）から税務システムへの連携：申告データ、利用届出デー
タ、申請・届出データ等
②税務システムから電子申告等システム（eLTAX）への連携：プレ申告データ、特別徴収
税額通知データ等
・電子申告等システム（eLTAX）には、以下の機能がある。
①個人住民税：給与・公的年金等の支払をする者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）
を通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領する。また、地方税ポータルセ
ンタ（eLTAX）を通じて、給与所得及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務
者、納税義務者及び年金保険者に送付する。また、自治体間で寄附金税額控除に係る申告特
例通知の送受信を行う。
②固定資産税（償却資産）：償却資産の所有者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を
通じて、償却資産申告書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じ
て、あらかじめ所有者名等を入力したプレ申告書を、償却資産の所有者に送付する。
③事業所税：事業所税の納税義務者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、事
業所税の申告書等を受領する。
※　令和元年１０月１日から稼働した地方税共通納税システムにおいては、特定個人情報の
取り扱わないため、電子申告等システムから地方税共通納税システムは除くものとする。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※
②法令上の根拠
【情報照会の根拠】

　【情報照会の根拠】
　番号法第１９条第８号及び別表第２の２７の項

【情報照会の根拠】
（１）番号法第19条第８号
（２）情報提供主務省令の表第一欄が「市町村長」であって第二欄に「地方税
法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例」を含む項のう
ち本事務に該当するもの（48の項）
（３）情報提供主務省令第50条

事後
法令の題名等の形式的な変更の
ため重要事項に当たらない。

Ⅰ 基本情報
４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由
②実現が期待されるメリット

・番号制度の導入により、住民税申告書の情報、給与支払報告書等の課税
に関する情報や住所等の住民情報の名寄せ・突合ができ、より正確かつ効
率的に納税者等の情報を把握することが可能となります。
・紙媒体での照会により確認している被扶養者の所得等の確認や障害者減
免の適用のため障害者手帳の提示を求めている事務等について、事務負担
の削減が可能となります。
・住民が、社会保障分野の手続きで求めている所得額証明書等の添付書類
の提出を省略することができます。

・番号制度の導入により、住民税申告書の情報、給与支払報告書等の課税に関
する情報や住所等の住民情報の名寄せ・突合ができ、より正確かつ効率的に納
税者等の情報を把握することが可能となる。
・紙媒体での照会により確認している被扶養者の所得等の確認や障害者減免の
適用のため障害者手帳の提示を求めている事務等について、事務負担の削減が
可能となる。
・住民が、社会保障分野の手続きで求めている所得額証明書等の添付書類の提
出を省略することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由
①事務実施上の必要性

　特定個人情報ファイルを利用することで、個人の特定、個人の宛名の突
合の正確性が向上し、市税の公平・公正な課税に資することとなるととも
に、社会保障に関する情報及び地方税関係情報を入手することで、事務の
効率化が図れます。

　特定個人情報ファイルを利用することで、個人の特定、個人の宛名の突合の
正確性が向上し、市税の公平・公正な課税に資することとなるとともに、社会
保障に関する情報及び地方税関係情報を入手することで、事務の効率化が図る
ことができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム7
②システムの機能

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を通じた税務事務の一層の
効率化を図るため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステム
であり、平成23年1月から運用が開始されたシステムです。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等データ及び国税当局に書面
で申告された所得税申告書等データが総合行政ネットワーク（LGWAN）
を通じ送付されます。
・国税連携システム（eLTAX）には以下の機能があります。
①国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税申告書
等データ、法定調書（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）データ
を受領します。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、扶養是
正情報等データを国税庁に送付します。
②他自治体と所得税申告書等データ、住民登録外課税通知の送受信をしま
す。また、回送資料の受信をします。

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を通じた税務事務の一層の効率
化を図るため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、
平成23年1月から運用が開始されたシステムである。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等データ及び国税当局に書面で申
告された所得税申告書等データが総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ送
付される。
・国税連携システム（eLTAX）には以下の機能がある。
①国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税申告書等
データ、法定調書（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）データを受領
する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等デー
タを国税庁に送付する。
②他自治体と所得税申告書等データ、住民登録外課税通知を送受信する。ま
た、回送資料を送受信する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅰ 基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム6
③他のシステムとの接続

Ⅰ 基本情報
５．個人番号の利用 ※
法令上の根拠

　番号法第９条第１項　別表第１の１６の項 　番号法第９条第１項　別表第２４の項 事後
法令の題名等の形式的な変更の
ため重要事項に当たらない。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

（別添1）事務内容　図 　審査システム 　電子申告等システム 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

（別添1）事務内容　図 ・コンビニ・コンビニ収納代行事業者を記載を追加 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定
等に必要な範囲の特定個人情報を保有します。

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定等に
必要な範囲の特定個人情報を保有する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

（別添1）事務内容　（備考）

①　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認します。また、税務署、
年金保険者、企業、他自治体から申告情報を取得します。
②　納税義務者からの情報により、控除、減免等を確認します。
③　②について、番号法第19条（別表第２）に基づき、障害者情報や生活
保護情報等を情報提供ネットワーク経由で入手し、減免等を確認します。
④　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供しま
す。
⑤　①～③により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通
知します。
⑥　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により
確認します。
⑦　番号法第19条（別表第２）に基づき、公金受取口座情報を入手しま
す。
⑧　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知しま
す。
⑨　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送し
ます。
⑩　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行います。
⑪　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に
応じた証明書を発行します。
⑫　健康保険システムに所得情報を提供します。また、健康保険料情報に
基づき、社会保険料控除を算出します。

①　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保
険者、企業、他自治体から申告情報を取得する。
②　納税義務者からの情報により、控除、減免等を確認する。
③　②について、障害者情報や生活保護情報等を情報提供ネットワーク経由で
入手し、減免等を確認する。
④　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
⑤　①～③により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知す
る。
⑥　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認
する。
⑦　公金受取口座情報を入手する。
⑧　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
⑨　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
⑩　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
⑪　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応じ
た証明書を発行する。
⑫　健康保険システムに所得情報を提供する。また、健康保険料情報に基づ
き、社会保険料控除を算出する。
⑬　各業務情報に基づき、障害者控除の算出、社会保険料控除の算出、非課税
者の抽出、減免額及び控除額の算出を行う。
⑭　各業務からの照会に応じ、地方税関係情報を提供する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法 ※

１　課税事務
　　・申告及び届出等による情報や登録された資産の情報等から課税事務
に使用します。
２　収滞納事務
　　・課税情報や納税情報等から収納、還付、充当などの総合収納事務に
使用します。
　　・賦課された税金に対して納付額が不足するものについて滞納整理を
行うために使用します。
３　宛名管理事務
　　・納税義務者へ通知や連絡する際の、最新の宛名を管理するために使
用します。

１　課税事務
　　・申告及び届出等による情報や登録された資産の情報等から課税事務に使
用する。
２　収滞納事務
　　・課税情報や納税情報等から収納、還付、充当などの総合収納事務に使用
する。
　　・賦課された税金に対して納付額が不足するものについて滞納整理を行う
ために使用する。
３　宛名管理事務
　　・納税義務者へ通知や連絡する際の、最新の宛名を管理するために使用す
る。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤本人への明示

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第
343条、第380条、第383条、第442条の2の条文及び番号法の別表第2の第
27の項に規定されています。

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第343
条、第380条、第383条、第443条の条文及び番号法の情報提供主務省令の第48
の項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
④入手に係る妥当性

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び
税務調査による情報の収集を行う必要があります。

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び税務
調査による情報の収集を行う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

Ⅰ 基本情報
６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※
②法令上の根拠
【情報提供の根拠】

　【情報提供の根拠】
　番号法第１９条第８号及び別表第２第３欄（情報提供者）が「市町村
長」の項のうち、第４欄（特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれ
る項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、２３、２
６、２７、２８，２９、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４
０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６
４、６５、６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０
７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１７、１２０、１２１
の項）

【情報提供の根拠】
（１）番号法第19条第８号
（２）情報提供主務省令の表第三欄（情報提供者）が「市町村長」であって、第四欄
に「地方税関係情報」が含まれる項（１、２、３、４、５、７、11、13、15、20、
28、37、39、42、48、49、53、57、58、59、63、65、66、69、73、75、76、81、
83、84、86、87、88、89、90、91、92、96、98、106、108、115、124、125、
129、130、132、137、138、140、141、142、144、147、151、152、155、156、
158、160、161、163、164、165、166、167、168、169、170、171、172、173の
項）
（３）情報提供主務省令第３条、第４条、第５条、第６条、第７条、第９条、第13
条、第15条、第17条、第22条、第30条、第39条、第41条、第44条、第50条、第51
条、第55条、第59条、第60条、第61条、第65条、第67条、第68条、第71条、第75
条、第77条、第78条、第83条、第85条、第86条、第88条、第89条、第90条、第91
条、第92条、第93条、第94条、第98条、第100条、第108条、第110条、第117条、第
126条、第127条、第131条、第132条、第134条、第139条、第140条、第142条、第
143条、第144条、第146条、第149条、第153条、第154条、第157条、第158条、第
160条、第162条、第163条、第165条、第166条、第167条、第168条、第169条、第
170条、第171条、第172条、第173条、第174条、第175条

事後
法令の題名等の形式的な変更の
ため重要事項に当たらない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
③入手の時期・頻度

１　識別情報：随時
２　連絡先等情報：随時
３　業務関係情報
・国税関係情報（確定申告書）：年２６回程度
・地方税関係情報（給与支払報告書）：随時
・医療保険関係情報：年２回
・障害福祉関連情報：年１回
・生活保護関係情報：年１回月１回
・介護保険関係情報：年２回月１回
・年金給付関係情報（年金支払報告書）：随時
　　　　　　　　　　　　　（年金特徴者情報）：年１９回程度
・公金受取口座情報：随時

１　識別情報：随時
２　連絡先等情報：随時
３　業務関係情報
・国税関係情報（確定申告書）：年３７回程度
・地方税関係情報（給与支払報告書）：随時
・医療保険関係情報：年２回
・障害福祉関連情報：年１回
・生活保護関係情報：年１回月１回
・介護保険関係情報：年２回月１回
・年金給付関係情報（年金支払報告書）：随時
　　　　　　　　　　　　　（年金特徴者情報）：年１９回程度
・公金受取口座情報：随時

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

（別添1）事務内容　図
・個人住民税、固定資産税・都市計画税及び軽自動車税の賦課徴収に関す
る事務の内容

・個人住民税・森林環境税、固定資産税・都市計画税及び軽自動車税の賦課徴
収に関する事務の内容

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の統計分析 ※

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るよ
うな統計は行いません。

　課税状況調査などの統計分析は行うが、特定の個人を判別し得るような統計
は行わない。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の突合 ※

　市税の減免措置に該当するか確認するため、申告情報（国税関係情報、
地方税関係情報、年金関係情報）と障害者福祉関係情報、生活保護・社会
福祉関係情報を情報提供ネットワークシステムで連携し入手した情報の突
合を行います。（上記１）

　市税の減免措置に該当するか確認するため、申告情報（国税関係情報、地方
税関係情報、年金関係情報）と障害者福祉関係情報、生活保護・社会福祉関係
情報を情報提供ネットワークシステムで連携し入手した情報の突合をする。
（上記１）

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
権利利益に影響を与え得る決定 ※

・市税の賦課決定・賦課更正
・滞納者への滞納処分

・市税の賦課決定・更正
・滞納者への滞納処分

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項2
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　電算処理業務のために各種申告書の情報を電子データに変換する必要が
あり、特定個人情報ファイルの一部が委託の対象となります。

　電算処理業務のために各種申告書の情報を電子データに変換する必要があ
り、特定個人情報ファイルの一部が委託の対象となる。

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
⑧再委託の許諾方法

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面に
より再委託の相手方、業務内容、期間、理由、相手方における責任体制及
び管理責任者等について明らかにし市の承諾を得なけばならないとしてい
ます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　システムの運用・保守・改修作業を実施するために、税務関係システム
ファイルを取り扱う必要があります。

　システムの運用・保守・改修作業を実施するために、税務関係システムファ
イルを取り扱う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項4
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　軽自動車税課税業務を適正に行うため、軽自動車協会にて受理した税申
告書のうち本市該当分を送付してもらう必要があります。

　軽自動車税課税業務を適正に行うため、軽自動車協会にて受理した税申告書
のうち本市該当分を送付してもらう必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項3
⑨再委託事項

　現時点では再委託を行っていません。 　現時点では再委託を行ってない。 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項3
⑧再委託の許諾方法

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面に
より再委託の相手方、業務内容、期間、理由、相手方における責任体制及
び管理責任者等について明らかにし市の承諾を得なけばならないとしてい
ます。

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面により
再委託の相手方、業務内容、期間、理由、相手方における責任体制及び管理責
任者等について明らかにし市の承諾を得なけばならない。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項4
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
対象となる本人の範囲 ※

　本市内に軽自動車等（軽自動車・小型特殊自動車・二輪の小型自動車）
の主たる定置場を有する者（過去に本市内に軽自動車税の主たる定置場を
有していた者を含む）。

　本市内に軽自動車等（軽自動車・二輪の軽自動車・二輪の小型自動車）の主
たる定置場を有する者（過去に本市内に軽自動車等の主たる定置場を有してい
た者を含む）。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項3
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市ホームページ及び横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づ
く届出書の閲覧により確認できます。

　横須賀市ホームページ及び個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人
情報ファイル簿及び横須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７
項に基づく個人情報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項3
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　課税内容や滞納状況を通知する必要があるため、税務関係システムファ
イルを取り扱う必要があります。

　課税内容や滞納状況を通知する必要があるため、税務関係システムファイル
を取り扱う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項2
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市ホームページ及び横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づ
く届出書の閲覧により確認できます。

　横須賀市ホームページ及び個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人
情報ファイル簿及び横須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７
項に基づく個人情報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項4
④委託先への特定個人情報ファイルの提供方法

軽自動車協会にて受理した税申告書の仕分け・送付を委託しているため、
特定個人情報ファイルの提供は行いません。

軽自動車協会にて受理した税申告書の仕分け・送付を委託しているため、特定
個人情報ファイルの提供は行わない。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号　別表第２（第１項）
　情報提供主務省令の表の第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第４欄（利用特定個人情報）に「地方税関係情報」が含まれる項（別紙１参
照）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1

厚生労働大臣 　番号法第19条第8号に定める情報照会者（別紙１参照） 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項5
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項5
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　滞納者への電話及び訪問での納付案内を実施するために、税務関係シス
テムファイルを取り扱う必要があります。

　滞納者への電話及び訪問での納付案内を実施するために、税務関係システム
ファイルを取り扱う必要がある。

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項4
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1
②提供先における用途

健康保険法第５条第２項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた健
康保険に関する事務に使用

　情報提供主務省令の表の第２欄（特定個人番号利用事務）に掲げる事務（別
紙１参照）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号　別表第２（第２項） 番号法第１９条第１号、地方税法第３２１条の４第１項 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

市町村長 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2

全国健康保険協会 個人住民税の給与所得に係る特別徴収義務者 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1
③提供する情報

地方税法その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定により算定した
税額若しくはその算定の基礎となる事項に関する情報（以下「地方税関係
情報」という。）

　情報提供主務省令の表の第４欄に掲げる利用特定個人情報（地方税関係情
報）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲

２．基本情報③対象となる本人の範囲と同じ 給与所得に係る特別徴収対象となる納税義務者 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2
②提供先における用途

健康保険法による保険給付の支給に関する事務に使用 個人住民税の給与所得に係る特別徴収事務に使用 事後

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
④提供する情報の対象となる本人の数

その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

10万人以上100万人未満 1万人未満 事後

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2
⑦時期・頻度

照会を受けた都度 当初課税分（5月）、更正分（毎月1回） 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先2
⑥提供方法

［ 〇 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 〇 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 〇 ］紙
［ 〇 ］その他　（　地方税ポータルセンタ（eLTAX））

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
②提供先における用途

健康保険法による保険給付の支給に関する事務に使用 住登外課税者であることの把握に使用 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号　別表第２（第３項） 番号法第１９条第１号、地方税法第２９４条第３項 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3

健康保険組合

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
②提供先における用途

船員保険法第４条第２項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた船
員保険に関する事務に使用

寄附金税額控除ワンストップ特例制度の申請者であることの把握に使用 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号　別表第２（第４項） 番号法第１９条第１号、地方税法附則第７条第５項、第１２項 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4

厚生労働大臣 市町村長 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
⑦時期・頻度

照会を受けた都度 課税し、住民票登録地が判明する都度 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
⑥提供方法

［ 〇 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 〇 ］紙
［ 〇 ］その他　（　地方税ポータルセンタ（eLTAX））

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先3
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲

２．基本情報③対象となる本人の範囲と同じ 個人住民税の納税義務者の内、住登外課税者 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲

２．基本情報③対象となる本人の範囲と同じ 個人住民税の納税義務者 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
④提供する情報の対象となる本人の数

10万人以上100万人未満 1万人未満 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先5
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号　別表第２（第６項） 番号法第１９条第１号、地方税法第２０条の１１ 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先5

全国健康保険協会 市町村長 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
⑦時期・頻度

照会を受けた都度 1月31日までに対象の市町村に送付 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
⑥提供方法

［ 〇 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 〇 ］紙
［ 〇 ］その他　（　地方税ポータルセンタ（eLTAX））

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1
①法令上の根拠

番号法第９条第２項に基づく横須賀市個人番号の利用に関する条例第３条 別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1

児童相談所 別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1,2,3,4,5,6,7,8,9,10,11,12,13,14,15,16,17,18,19,20

番号法第19条第8号に定める情報照会者（別紙１参照）に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先5
⑥提供方法

［ 〇 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 〇 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先5
④提供する情報の対象となる本人の数

10万人以上100万人未満 1万人未満 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先5
②提供先における用途

船員保険法による保険給付又は平成１９年法律第３０号附則第３９条の規
定によりなお従前の例によるものとされた平成１９年法律第３０号第４条
の規定による改正前の船員保険法による保険給付の支給に関する事務に使
用

地方税の賦課徴収業務に使用 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所 ※

＜横須賀市における措置＞
　横須賀市施設内の生体認証により入退室管理を行っている部屋に設置さ
れたサーバー内に保管します。サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワード
による認証が必要となります。

　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管理します。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存されます。

＜横須賀市における措置＞
　横須賀市施設内の生体認証により入退室管理を行っている部屋に設置された
サーバー内に保管する。サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証
が必要となる。

　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、データ
センターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に
保存され、バックアップもデータベース上に保存する。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1,2,3,4,5,6,7,8,9,10,11,12,13,14,15,16,17,18,19,20

別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1
⑦時期・頻度

照会を受けた都度 別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1
⑥提供方法

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 〇 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［ 　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 　 ］その他　（　　　　　　　　　　　　）

［ 　 ］情報提供ネットワーク
［ 　 ］電子メール
［ 　 ］フラッシュメモリ
［ 　 ］専用線
［　 ］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［ 　 ］紙
［ 〇 ］その他　（別紙2「移転先一覧」に記載　）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1
⑤提供する情報の対象となる本人の範囲

２．基本情報③対象となる本人の範囲と同じ 別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
移転先1
②提供先における用途

児童福祉法による里親の認定、養育里親の登録又は障害児入所給付費、高
額障害児入所給付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の支給に関する
事務に使用

別紙2「移転先一覧」に記載 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法 ※

　登記所からの通知及び税務関係システムから入手した情報を格納し、課
税事務に使用します。

　登記所からの通知及び税務関係システムから入手した情報を格納し、課税事
務に使用する。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤本人への明示

　課税に必要な情報については、地方税法第343条、第380条、第383条の
条文及び番号法の別表第２の第27の項に規定されています。

　課税に必要な情報については、地方税法第343条、第380条、第383条の条文
及び番号法の別表第２の第27の項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
④入手に係る妥当性

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、宛名情報及び税務
調査による情報の収集を行う必要があります。

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、宛名情報及び税務調査
による情報の収集を行う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定
等に必要な範囲の特定個人情報を保有します。

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定等に
必要な範囲の特定個人情報を保有する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

＜横須賀市における措置＞
・各税目毎にシステム内で保管期間が経過した特定個人情報について定期
的に消去処理を実行します。
・ディスク交換やハード更改等の際は、税システムの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は
専用ソフト等を利用して完全に消去します。なお、特定個人情報を記録し
た媒体等を処分する場合は、両方の措置をします。
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるた
め、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が
特定個人情報を消去することはありません。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォーム
の保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去します。なお、
特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両方の措置をします。

＜横須賀市における措置＞
・各税目毎にシステム内で保管期間が経過した特定個人情報について定期的に
消去処理を実行する。
・ディスク交換やハード更改等の際は、税システムの保守・運用を行う事業者
において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフ
ト等を利用して完全に消去する。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分
する場合は、両方の措置をする。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通
常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情
報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの保
守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物
理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。なお、特定個人情報を
記録した媒体等を処分する場合は、両方の措置をする。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
②保管期間
その妥当性

・地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証
明書の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間
が経過した後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報につい
ては期間経過後に消去しています。
・納税義務者との折衝経過記録及び滞納処分情報については納税義務者と
の折衝で、固定資産税課税台帳については納税義務者に対する課税説明
で、過去の経緯を参照する可能性があるため期間を定めず保管していま
す。

・地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証明書
の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間が経過し
た後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報については期間経過
後に消去する。
・納税義務者との折衝経過記録及び滞納処分情報については納税義務者との折
衝で、固定資産税課税台帳については納税義務者に対する課税説明で、過去の
経緯を参照する可能性があるため期間を定めず保管する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所 ※

　横須賀市施設内に設置されたサーバー内に保管します。サーバーは施錠
管理し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要とな
ります。

　横須賀市施設内に設置されたサーバー内に保管する。サーバーは施錠管理
し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となる。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項2
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　ＧＩＳシステムの運用を実施するために、ＧＩＳシステムファイルを取
り扱う必要があります。

　ＧＩＳシステムの運用を実施するために、ＧＩＳシステムファイルを取り扱
う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
権利利益に影響を与え得る決定 ※

　該当はありません。 　該当なし。 事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の統計分析 ※

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るよ
うな統計は行いません。

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るような
統計は行わない。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の突合 ※

　税務関係システムのデータをGISシステムに取り込む際に特定個人情報
の突合を行い、不一致の場合はエラーになり取り込めない仕様になってい
ます。

　税務関係システムのデータをGISシステムに取り込む際に特定個人情報の突
合を行い、不一致の場合はエラーになり取り込めない仕様になっている。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

*****

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定
等に必要な範囲の特定個人情報を保有します。

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定等に
必要な範囲の特定個人情報を保有する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

・保管期間が経過した特定個人情報については消去処理を実行していま
す。
・ディスク交換やハード更改等の際は、システムの保守・運用を行う事業
者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専
用ソフト等を利用して完全に消去しています。

・保管期間が経過した特定個人情報については消去処理を実行している。
・ディスク交換やハード更改等の際は、システムの保守・運用を行う事業者に
おいて、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト
等を利用して完全に消去している。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（２）GISシステムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
②保管期間
その妥当性

　地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証
明書の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間
が経過した後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報につい
ては期間経過後に消去しています。

　地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証明書
の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間が経過し
た後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報については期間経過
後に消去している。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
②入手方法

資産税課内にある税務関係システムパソコンを直接見て入手します。 資産税課内にある税務関係システムパソコンを直接見て入手する。 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法 ※

　家屋評価額等の計算を家屋評価計算システムで行い、その評価額等の
データを税務関係システムに取り込む際に使用します。

　家屋評価額等の計算を家屋評価計算システムで行い、その評価額等のデータ
を税務関係システムに取り込む際に使用する。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤本人への明示

　課税に必要な情報については、地方税法第３４３条・３８０条・３８３
条及び番号法の別表第２の第27の項に規定されています。

　課税に必要な情報については、地方税法第３４３条・３８０条・３８３条及
び番号法の別表第２の第27の項に規定されている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
④入手に係る妥当性

　課税事務を適正に行うために、法令等の範囲内で適宜、情報の収集を行
う必要があります。

　課税事務を適正に行うために、法令等の範囲内で適宜、情報の収集を行う必
要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所 ※

　横須賀市施設内に設置されたサーバー内に保管します。サーバーは施錠
管理し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要とな
ります。

　横須賀市施設内に設置されたサーバー内に保管する。サーバーは施錠管理
し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となる。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　システムの運用・保守・改修作業を実施するために、家屋評価計算シス
テムファイルを取り扱う必要があります。

　システムの運用・保守・改修作業を実施するために、家屋評価計算システム
ファイルを取り扱う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の統計分析 ※

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るよ
うな統計は行いません。

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るような
統計は行わない。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の突合 ※

　家屋評価計算システムのデータを税務関係システムに取り込む際に特定
個人情報の突合を行い、不一致の場合はエラーになり取り込めない仕様に
なっています。

　家屋評価計算システムのデータを税務関係システムに取り込む際に特定個人
情報の突合を行い、不一致の場合はエラーになり取り込めない仕様になってい
る。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1
⑧再委託の許諾方法

　　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面
により再委託の相手方、業務内容、期間、理由、相手方における責任体制
及び管理責任者等について明らかにし市の承諾を得なけばならないとして
います。

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面により
再委託の相手方、業務内容、期間、理由、相手方における責任体制及び管理責
任者等について明らかにし市の承諾を得なけばならないとしている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
③入手の時期・頻度
＜国税庁、他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）による）入手＞
まで

＜本人又は本人の代理人、民間事業者（給与支払者）、公的年金等支払者からの
（インターネット回線による）入手＞
　番号制度が導入されると、審査システム（eLTAX）では、個人番号が記載され
た申告書、給与支払報告書、公的年金等支払報告書、各種申請・届出のデータを
地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて受領することになります。
その提出時期については、地方税法等に規定されているところであり、以下のと
おりです。
・給与支払報告書及び公的年金等支払報告書については、１月３１日まで
・固定資産税（償却資産）の申告書については、１月３１日まで

＜公的年金等支払者からの（DVDによる）入手＞
　公的年金等支払者から、DVDで地方税共同機構に提出された個人番号が記載さ
れた公的年金等支払報告書、特別徴収対象者情報の通知、特別徴収税額通知の処
理結果通知、特別徴収結果通知、特別徴収停止通知の処理結果通知のデータを地
方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて受領することとなります。
その提出時期については、地方税法等に規定されているところであり、以下のと
おりです。
・公的年金等支払報告書については、１月３１日まで
・特別徴収対象者情報の通知については、５月２５日まで
・特別徴収税額通知の処理結果通知については、９月３０日まで

＜本人又は本人の代理人、民間事業者（給与支払者）、公的年金等支払者からの（イ
ンターネット回線による）入手＞
　番号制度が導入されると、電子申告等システム（eLTAX）では、個人番号が記載さ
れた申告書、給与支払報告書、公的年金等支払報告書、各種申請・届出のデータを地
方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて受領することとなる。
その提出時期については、地方税法等に規定されているところであり、以下のとおり
である。
・給与支払報告書及び公的年金等支払報告書については、１月３１日まで
・固定資産税（償却資産）の申告書については、１月３１日まで

＜公的年金等支払者からの（DVDによる）入手＞
　公的年金等支払者から、DVDで地方税共同機構に提出された個人番号が記載された
公的年金等支払報告書、特別徴収対象者情報の通知、特別徴収税額通知の処理結果通
知、特別徴収結果通知、特別徴収停止通知の処理結果通知のデータを地方税ポータル
センタ（eLTAX）を通じて受領することとなる。
その提出時期については、地方税法等に規定されているところであり、以下のとおり
である。
・公的年金等支払報告書については、１月３１日まで
・特別徴収対象者情報の通知については、５月２５日まで
・特別徴収税額通知の処理結果通知については、９月３０日まで

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

　ディスク交換やハード更改等の際は、家屋評価計算システムの保守・運
用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理
的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去しています。

　ディスク交換やハード更改等の際は、家屋評価計算システムの保守・運用を
行う事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又
は専用ソフト等を利用して完全に消去している。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（３）家屋評価計算システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
②保管期間
その妥当性

　特段保管期間の定めはないが、家屋所有者からの問合せ等で、過去の評
価計算を確認することがあるので、永年保存しています。

　特段保管期間の定めはないが、家屋所有者からの問合せ等で、過去の評価計
算を確認することがあるので、永年保存とする。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定
等に必要な範囲の特定個人情報を保有します。

　正確かつ公平・公正な賦課徴収業務を行うにあたり、納税義務者の特定等に
必要な範囲の特定個人情報を保有する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法 ※

＜取込み手順＞
・住所・氏名のほか、個人番号が記載された地方税に係る申告書等データ
を審査システム（eLTAX）を通じて利用者より受け取ります。
・住所・氏名のほか、個人番号が記載された所得税申告書等データを国税
連携システム（eLTAX）を通じて国税庁より受け取ります。
・受け取った電子データを閲覧・印刷します。
・受け取った電子データを税務システムに登録します。

＜税目ごとの使用方法＞
個人住民税
・各課税資料の情報を税務システムに登録します。
・税務システムに登録された情報を基に、個人住民税の賦課及び徴収を行
います。
固定資産税（償却資産）
・申告書等の情報を税務システムに登録します。
・税務システムに登録された情報を基に、固定資産税（償却資産）の賦課
及び徴収を行います。

＜取込み手順＞
・住所・氏名のほか、個人番号が記載された地方税に係る申告書等データを電
子申告等システム（eLTAX）を通じて利用者より受け取る。
・住所・氏名のほか、個人番号が記載された所得税申告書等データを国税連携
システム（eLTAX）を通じて国税庁より受け取る。
・受け取った電子データを閲覧・印刷する。
・受け取った電子データを税務システムに登録する。

＜税目ごとの使用方法＞
個人住民税
・各課税資料の情報を税務システムに登録する。
・税務システムに登録された情報を基に、個人住民税の賦課及び徴収を行う。
固定資産税（償却資産）
・申告書等の情報を税務システムに登録する。
・税務システムに登録された情報を基に、固定資産税（償却資産）の賦課及び
徴収を行う。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤本人への明示

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第
343条、第380条、第383条、第442条の2の条文及び番号法の別表第2の第
27の項に規定されています。

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第343
条、第380条、第383条、第443の条文及び番号法の別表第2の第27の項に規定
されている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
④入手に係る妥当性

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び
税務調査による情報の収集を行う必要があります。

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び税務
調査による情報の収集を行う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
⑨再委託事項

現時点では再委託は行なっていません。 現時点では再委託は行なっていない。 事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
⑧再委託の許諾方法

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面に
より再委託の承諾を得た場合に可能としています。

　業務委託契約書の中で、再委託しようとする場合は、あらかじめ書面により
再委託の承諾を得た場合に可能としている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
⑤委託先名の確認方法

　横須賀市個人情報保護条例第14条の3に基づく届出書の閲覧により確認
できます。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横須賀
市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情報取扱事
務登録簿の閲覧により確認することができる。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
②取扱いを委託する特定個人情報ファイルの範囲
その妥当性

　当市が円滑に電子データを送受信するために、ASP事業者にて電子デー
タの管理を行なう必要があります。

　当市が円滑に電子データを送受信するために、ASP事業者にて電子データの
管理を行なう必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の統計分析 ※

　課税状況調査などの統計分析は行いますが、特定の個人を判別し得るよ
うな統計は行いません。

　課税状況調査などの統計分析は行うが、特定の個人を判別し得るような統計
は行わない。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の突合 ※

　市税の減免措置に該当するか確認するため、申告情報（国税関係情報、
地方税関係情報、年金関係情報）と障害者福祉関係情報、生活保護・社会
福祉関係情報を情報提供ネットワークシステムで連携し入手した情報を突
合させます。

　市税の減免措置に該当するか確認するため、申告情報（国税関係情報、地方
税関係情報、年金関係情報）と障害者福祉関係情報、生活保護・社会福祉関係
情報を情報提供ネットワークシステムで連携し入手した情報を突合せる。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
②提供先における用途

　給与所得に係る個人住民税を給与の支払をする際に、特別徴収して市区
町村に納入します。

　給与所得に係る個人住民税を給与の支払をする際に、特別徴収して市区町村
に納入する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先1
②提供先における用途

　年金所得に係る個人住民税を年金給付の支払をする際に、年金保険者が
市・県民税を特別徴収して市区町村に納付します。

　年金所得に係る個人住民税を年金給付の支払をする際に、年金保険者が市・
県民税を特別徴収して市区町村に納付する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）
提供先4
⑦時期・頻度

　年１回（５月に新年度分の特別徴収税額通知を発送）
　最大で年１３回（５月に新年度分の特別徴収税額通知を発送し、その後税額
等に変更がある都度、月末に発送）

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の入手・使用
③入手の時期・頻度
＜国税庁、他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）による）入手＞
以降

＜国税庁、他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）による）入手＞
　国税当局に提出された個人番号が記載された所得税の申告書、法定調書情報を
地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて受領し、その提出時期については所得
税法等に規定されています。例えば、所得税の確定申告書については２月１日か
ら３月１５日の期間に国税当局に提出され、日次で国税庁から受領します。

＜他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）、審査システム（eLTAX）に
よる）入手＞
　個人番号が記載された寄附金税額控除に係る申告特例通知を地方税ポータルセ
ンタ（eLTAX）を通じて受領します。また、住民登録外課税通知を国税連携シス
テムを通じて受領します。
その提出時期については、以下のとおりです。
・寄附金税額控除に係る申告特例通知については、１月３１日まで
・住民登録外課税通知については、住民登録外課税を行う自治体が住民登録地を
把握し次第送付

＜国税庁、他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）による）入手＞
　国税当局に提出された個人番号が記載された所得税の申告書、法定調書情報を地方
税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて受領し、その提出時期については所得税法等に
規定されている。例えば、所得税の確定申告書については２月１日から３月１５日の
期間に国税当局に提出され、日次で国税庁から受領する。

＜他の自治体からの（国税連携システム（eLTAX）、電子申告等システム（eLTAX）
による）入手＞
　個人番号が記載された寄附金税額控除に係る申告特例通知を地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて受領する。また、住民登録外課税通知を国税連携システムを通じ
て受領する。
その提出時期については、以下のとおりである。
・寄附金税額控除に係る申告特例通知については、１月３１日まで
・住民登録外課税通知については、住民登録外課税を行う自治体が住民登録地を把握
し次第送付



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
権利利益に影響を与え得る決定 ※

　市税の賦課決定・賦課更正 　市税の賦課決定・更正 事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
③入手の時期・頻度

１　識別情報：随時
２　連絡先情報
・４情報（氏名、性別、生年月日、住所）：随時
・連絡先（電話番号等）：随時
３業務関係情報
・国税関係情報（確定申告書）：年２６回程度
・地方税関係情報（給与支払報告書）：随時
　　　　　　　　　　　（納税通知書）：月１回
・年金給付関係情報（年金支払報告書）：随時
・住民登録外課税通知：随時
・寄付金税額控除に係る申告特例通知：随時

１　識別情報：随時
２　連絡先情報
・４情報（氏名、性別、生年月日、住所）：随時
・連絡先（電話番号等）：随時
３業務関係情報
・国税関係情報（確定申告書）：年３７回程度
・地方税関係情報（給与支払報告書）：随時
　　　　　　　　　　　（納税通知書）：月１回
・年金給付関係情報（年金支払報告書）：随時
・住民登録外課税通知：随時
・寄付金税額控除に係る申告特例通知：随時

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法 ※

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、バックアップ
ファイルと当該取込みデータを比較します。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受
けた際にバックアップファイルを確認します。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受
けた際にバックアップファイルを確認します。

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、バックアップファ
イルと当該取込みデータを比較する。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受けた
際にバックアップファイルを確認する。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受けた
際にバックアップファイルを確認する。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑤本人への明示

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第
343条、第380条、第383条、第442条の2の条文及び番号法の別表第2の第
27の項に規定されている。

　課税に必要な情報については、地方税法第317条の2、第317条の6、第343
条、第380条、第383条、第443条の条文及び番号法の別表第2の第27の項に規
定されている。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
④入手に係る妥当性

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の統計分析 ※

　特定個人情報を用いた統計分析は行いません。 　特定個人情報を用いた統計分析は行わない。 事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法
情報の突合 ※

　情報の突合は行ないません。 　情報の突合は行わない。 事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所 ※

＜eLTAX・納税通知書（市民税・県民税）データバックアップファイル＞
　横須賀市施設内のパソコンに保存（端末に施錠、及び認証パスワード設
定）。
＜納税通知書（固定資産税・都市計画税）データバックアップファイル＞
　横須賀市施設内のパソコンに保存（端末に施錠、及び認証パスワード設
定）。
＜督促状、催告書等データバックアップファイル＞
　外部記憶媒体に保存（パスワード設定）し、鍵付きの部屋又は保管庫で
保管します。

＜eLTAX・納税通知書（市民税・県民税）データバックアップファイル＞
　横須賀市施設内のパソコンに保存（端末に施錠、及び認証パスワード設
定）。
＜納税通知書（固定資産税・都市計画税）データバックアップファイル＞
　横須賀市施設内のパソコンに保存（端末に施錠、及び認証パスワード設
定）。
＜督促状、催告書等データバックアップファイル＞
　外部記憶媒体に保存（パスワード設定）し、鍵付きの部屋又は保管庫で保管
する。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．基本情報
③対象となる本人の範囲
その必要性

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、該当箇所を明
確にするために使用します。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受
けた際に原本の確認に使用します。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受
けた際に原本の確認に使用します。

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、該当箇所を明確に
するために使用する。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受けた
際に原本の確認に使用する。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受けた
際に原本の確認に使用する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

　審査システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）のデータ
は、税務システムへの連携（又は印刷）が終了し、賦課決定を行うなどし
た結果、保管の必要がなくなったときに削除権限を有する税務担当課職員
が手作業でデータを消去します。また、情報ごとに保存期間を経過した
データについては、システムにより自動的に消去します。

　電子申告等システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）のデータ
は、税務システムへの連携（又は印刷）が終了し、賦課決定を行うなどした結
果、保管の必要がなくなったときに削除権限を有する税務担当課職員が手作業
でデータを消去する。また、情報ごとに保存期間を経過したデータについて
は、システムにより自動的に消去する。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
②保管期間
その妥当性

　地方税共同機構が提供するシステム仕様により、保管期間は審査システ
ムで７年、国税連携システムで2年とされています。本ファイルの特定個
人情報は住民税賦課徴収ファイルへ取り込まれ、地方税法上最長の更正期
限に対応する期間保管されるため、本ファイルの保管期間は妥当と考えま
す。

　地方税共同機構が提供するシステム仕様により、保管期間は電子申告等シス
テムで７年、国税連携システムで2年とされている。本ファイルの特定個人情
報は住民税賦課徴収ファイルへ取り込まれ、地方税法上最長の更正期限に対応
する期間保管されるため、本ファイルの保管期間は妥当と考える。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（４）eLTAX・国税連携システムファイル
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所 ※

・審査システムの審査サーバ、及び国税連携システムの国税連携データ受
信サーバは、セキュアなIDC（Internet　Data　Center)に収容されてお
り、サーバへのアクセスにはＩＤとパスワードによる認証を通過する必要
があります。また、物理的には、有人による監視や入退館装置による管理
をしている建物の中で、さらに入退室管理を行っている部屋（サーバ室）
に設置しています。サーバ室の入退室については、システム管理者が許可
した者に限定されています。

・電子申告等システムの審査サーバ、及び国税連携システムの国税連携データ
受信サーバは、セキュアなIDC（Internet　Data　Center)に収容されており、
サーバへのアクセスにはＩＤとパスワードによる認証を通過する必要がある。
また、物理的には、有人による監視や入退館装置による管理をしている建物の
中で、さらに入退室管理を行っている部屋（サーバ室）に設置している。サー
バ室の入退室については、システム管理者が許可した者に限定されている。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び
税務調査による情報の収集を行う必要があります。

　課税事務を適正に行うため、法令等の範囲内で適宜、申告等の情報及び税務
調査による情報の収集を行う必要がある。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の入手・使用
⑥使用目的 ※

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、該当箇所を明
確にするために使用します。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受
けた際に原本の内容確認をするためです。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受
けた際に原本の内容確認をするためです。

＜eLTAXデータバックアップファイル＞
・申告書または資料：取込み漏れ等の問題が発生した際に、該当箇所を明確に
するために使用する。
＜納税通知書データバックアップファイル＞
・納税通知書：発送した納税通知書に関して納税義務者等より問合せを受けた
際に原本の内容確認をするために使用する。
＜督促状等データバックアップファイル＞
・督促状等：発送した督促状、催告書等に関して滞納者等より問合せを受けた
際に原本の内容確認をするために使用する。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

事後

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
６．特定個人情報の保管・消去
②保管期間
その妥当性

　地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証
明書の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間
が経過した後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報につい
ては期間経過後に消去しています。

　地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付金の消滅時効、証明書
の交付期間についての定めがあり、これらに該当する情報でその期間が経過し
た後に消去しても納税義務者への説明に差し支えない情報については期間経過
後に消去している。

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

・住民からの申告等情報については、賦課の資料となる旨を説明した上で
取得することとしており、不適切に入手することはありません。
・申告書等は、横須賀市を送付先としており、詐取・奪取が行われること
はありません。
・システムへのアクセスについては、業務システム端末からの制限された
利用者による照会と登録のみとしており、それ以外の方法ではアクセスで
きません。

・住民からの申告等情報については、賦課の資料となる旨を説明した上で取得
することとしており、不適切に入手しない。
・申告書等は、横須賀市を送付先としており、詐取・奪取が行われない。
・システムへのアクセスについては、業務システム端末からの制限された利用
者による照会と登録のみとしており、それ以外の方法ではアクセスできない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

　申告書等は必要とされる情報以外記載できない書類様式としています。 　申告書等は必要とされる情報以外記載できない書類様式としている。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

　申請、届出等に際し、番号法施行規則の規定に基づいた厳格な本人確認
（番号確認及び身元確認）をすることで、対象者以外の情報の入手を防止
します。

　申請、届出等に際し、番号法施行規則の規定に基づいた厳格な本人確認（番
号確認及び身元確認）をすることで、対象者以外の情報の入手を防止する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

　データの消去、及び媒体の物理的な破棄を行います。 　データの消去、及び媒体の物理的な破棄を行う。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
事務で使用するその他のシステムにおける措置の内容

　庁内の他システムからアクセスできないよう、適切なアクセス制限を講
じており、目的を超えた紐付けは行えません。

　庁内の他システムからアクセスできないよう、適切なアクセス制限を講じて
おり、目的を超えた紐付けは行えない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　宛名システム等で管理する特定個人情報は、利用する業務システムごと
にアクセス制御を行います。

　宛名システム等で管理する特定個人情報は、利用する業務システムごとにア
クセス制御を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

・提出された申告書等は、鍵付きの部屋又は保管庫で保管しています。
・委託業者との契約において、秘密保持の遵守に関する条項を明記して、
情報の漏えいを防止しています。
・システム間は専用回線で接続されており、それ以外への接続はできない
システムとなっています。
・団体内統合利用番号連携システムは、中間サーバー・プラットフォーム
や各システムとの接続に専用回線を用いているため、外部に漏れることは
ありません。

・提出された申告書等は、鍵付きの部屋又は保管庫で保管している。
・委託業者との契約において、秘密保持の遵守に関する条項を明記して、情報
の漏えいを防止している。
・システム間は専用回線で接続されており、それ以外への接続はできないシス
テムとなっている。
・団体内統合利用番号連携システムは、中間サーバー・プラットフォームや各
システムとの接続に専用回線を用いているため、外部に漏れない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保の措置の内容

・上記の通り、入手の各段階で、本人確認とともに、特定個人情報の正確
性を確保しています。
・職員にて収集した情報に基づいて、適宜、職権で修正することで、正確
性を確保しています。

・上記の通り、入手の各段階で、本人確認とともに、特定個人情報の正確性を
確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、適宜、職権で修正することで、正確性を
確保している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
個人番号の真正性確認の措置の内容

　個人番号カード、又は通知カードと身分証明書の提示を受け、既に登録
された宛名情報の基本４情報と差異がないか比較することにより、個人番
号の真正性を確認します。

　個人番号カード、又は通知カードと身分証明書の提示を受け、既に登録され
た宛名情報の基本４情報と差異がないか比較することにより、個人番号の真正
性を確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容

・住民からの申告等情報については、個人番号カード、又は通知カードと
身分証明書の提示による等、法令等に定められた本人確認を実施します。
・郵送による提出等、記載済みの申告等情報については、記載されている
個人番号、宛名の基本4情報と本市で保有している当該情報を比較しま
す。

・住民からの申告等情報については、個人番号カード、又は通知カードと身分
証明書の提示による等、法令等に定められた本人確認を実施する。
・郵送による提出等、記載済みの申告等情報については、記載されている個人
番号、宛名の基本4情報と本市で保有している当該情報を比較する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

（別添２）ファイル記録項目  (バックアップ用2)

納税通知書（市民税・県民税）

・郵便番号 ・送付先住所 ・送付先方書 ・送付先氏名 ・バーコード ・ページ番号 ・様分氏名 ・金融機関名 ・口座番号 ・"

指定番号

個人番号" ・年分 ・通知番号 ・口座振替分 ・異動事由 ・口座有無 ・発布年月日 ・所得割額（市） ・均等割額（市） ・課

税標準額 ・所得割額（県） ・均等割額（県） ・年税額 ・特別徴収税額 ・普通徴収税額 ・控除額 ・期別名称 ・納期限 ・

税額（円） ・変更後区分 ・（変更前）営業等 ・（変更前）農業 ・（変更前）不動産 ・（変更前）利子 ・（変更前）配当

・（変更前）給与所得 ・（変更前）雑所得 ・（変更前）譲渡 ・（変更前）一時 ・（変更前）計 ・（変更前）繰越控除額

・（変更前）分離短期譲渡 ・（変更前）分離長期譲渡 ・（変更前）山林 ・（変更前）未公開 ・（変更前）上場分 ・（変更

前）先物取引 ・（変更前）退職 ・（変更後）営業等 ・（変更後）農業 ・（変更後）不動産 ・（変更後）利子 ・（変更

後）配当 ・（変更後）給与所得 ・（変更後）雑所得 ・（変更後）譲渡 ・（変更後）一時 ・（変更後）計 ・（変更後）繰

越控除額 ・（変更後）分離短期譲渡 ・（変更後）分離長期譲渡 ・（変更後）山林 ・（変更後）未公開 ・（変更後）上場分

・（変更後）先物取引 ・（変更後）退職 ・（増減額）営業等 ・（増減額）農業 ・（増減額）不動産 ・（増減額）利子 ・

（増減額）配当 ・（増減額）給与所得 ・（増減額）雑所得 ・（増減額）譲渡 ・（増減額）一時 ・（増減額）計 ・（増減

額）繰越控除額 ・（増減額）分離短期譲渡 ・（増減額）分離長期譲渡 ・（増減額）山林 ・（増減額）未公開 ・（増減額）

上場分 ・（増減額）先物取引 ・（増減額）退職 ・変更後区分 ・（変更前）雑損 ・（変更前）医療費 ・（変更前）寄附 ・

（変更前）社会保険料 ・（変更前）小規模企業等 ・（変更前）生命保険料 ・（変更前）損害保険料 ・（変更前）障害者 ・

（変更前）老年者 ・（変更前）寡婦（夫） ・（変更前）勤労学生 ・（変更前）配偶者 ・（変更前）配偶者特別 ・（変更

前）一般 ・（変更前）特定 ・（変更前）同老 ・（変更前）老人 ・（変更前）扶養控除 ・（変更前）基礎控除 ・（変更

前）合計 ・（変更後）雑損 ・（変更後）医療費 ・（変更後）寄附 ・（変更後）社会保険料 ・（変更後）小規模企業等 ・

（変更後）生命保険料 ・（変更後）損害保険料 ・（変更後）障害者 ・（変更後）老年者 ・（変更後）寡婦（夫） ・（変更

後）勤労学生 ・（変更後）配偶者 ・（変更後）配偶者特別 ・（変更後）一般 ・（変更後）特定 ・（変更後）同老 ・（変

更後）老人 ・（変更後）扶養控除 ・（変更後）基礎控除 ・（変更後）合計 ・（増減額）雑損 ・（増減額）医療費 ・（増

減額）寄附 ・（増減額）社会保険料 ・（増減額）小規模企業等 ・（増減額）生命保険料 ・（増減額）損害保険料 ・（増減

額）障害者 ・（増減額）老年者 ・（増減額）寡婦（夫） ・（増減額）勤労学生 ・（増減額）配偶者 ・（増減額）配偶者特

別 ・（増減額）一般 ・（増減額）特定 ・（増減額）同老 ・（増減額）老人 ・（増減額）扶養控除 ・（増減額）基礎控除

・（増減額）合計 ・氏名 ・様分氏名 ・年分 ・通知番号 ・電話番号 ・変更後区分 ・課税課標 ・市・算出所得割a ・市・税

額控除等b ・市・定率控除額c ・市・控除額d ・市・所得割a-b-c-d ・市・均等割 ・県・算出所得割e ・県・税額控除等f ・

県・定率控除額g ・県・控除額h ・県・所得割e-f-g-h ・県・均等割 ・年税額 ・期別名称 ・（変更前）税額 ・（変更後）

税額 ・（増減額）税額 ・（納付済）税額 ・（納付）税額 ・（変更前）特別徴収 ・（変更後）特別徴収 ・（増減額）特別

徴収 ・年度 ・年分 ・期別名称 ・氏名 ・通知番号 ・税額 ・納期限 ・OCR文字 ・年度 ・年分 ・期別名称 ・氏名 ・納期限

・税額 ・納期区分 ・年度 ・年度1 ・郵便番号 ・事業指定番号1 ・事業特別徴収税額 ・事業住所1 ・事業住所2 ・月割6月分

人数 ・月割6月分税額 ・月割12月分人数 ・月割12月分税額 ・事業方書 ・月割7月分人数 ・月割7月分税額 ・月割1月分人

数 ・月割1月分税額 ・事業方書1 ・月割8月分人数 ・月割8月分税額 ・月割2月分人数 ・月割2月分税額 ・月割9月分人数 ・

月割9月分税額 ・月割3月分人数 ・月割3月分税額 ・処理日 ・事業名称 ・月割10月分人数 ・月割10月分税額 ・月割4月分

人数 ・月割4月分税額 ・事業名称2 ・月割11月分人数 ・月割11月分税額 ・月割5月分人数 ・月割5月分税額 ・ページ ・受

納税通知書（市民税・県民税）

送付先_郵便番号・送付先_住所又は所在地・送付先_氏名又は名称・送付先_カスタマーバーコード・二次元コードデータ・同一世帯の納税義務者有無・引抜き用番号・宛名欄通知文・通知日・首長

肩書・首長氏名・公印・通知書番号・お問い合わせ先_1・お問い合わせ先_2・お問い合わせ先_3・口座情報_金融機関名・口座情報_支店名・口座情報_預金種別・口座情報_口座番号・口座情報_振

替方法・口座情報_口座名義人・納税貯蓄組合名・納税貯蓄組合コード番号・帳票名・課税年度・調定年度・納税者住所・氏名・税額見出前・税額見出後・年税額(合計)前・年税額(合計)後・給与特

徴税額前・給与特徴税額後・年金特徴税額前・年金特徴税額後・普通徴収税額前・普通徴収税額後・異動変更事由・備考欄・期別税額前見出・期別税額後見出・期別充当額見出・期別納付額見出・

期別差引額見出・普通徴収_期別1・普通徴収_納期限1・普通徴収_税額前1・普通徴収_税額後1・普通徴収_充当額1・普通徴収_納付済額1・普通徴収_差引納付額1・普通徴収_期別2・普通徴収_納期

限2・普通徴収_税額前2・普通徴収_税額後2・普通徴収_充当額2・普通徴収_納付済額2・普通徴収_差引納付額2・普通徴収_期別3・普通徴収_納期限3・普通徴収_税額前3・普通徴収_税額後3・普通

徴収_充当額3・普通徴収_納付済額3・普通徴収_差引納付額3・普通徴収_期別4・普通徴収_納期限4・普通徴収_税額前4・普通徴収_税額後4・普通徴収_充当額4・普通徴収_納付済額4・普通徴収_差

引納付額4・普通徴収_期別5・普通徴収_納期限5・普通徴収_税額前5・普通徴収_税額後5・普通徴収_充当額5・普通徴収_納付済額5・普通徴収_差引納付額5・普通徴収_期別6・普通徴収_納期限6・

普通徴収_税額前6・普通徴収_税額後6・普通徴収_充当額6・普通徴収_納付済額6・普通徴収_差引納付額6・普通徴収_期別7・普通徴収_納期限7・普通徴収_税額前7・普通徴収_税額後7・普通徴収_

充当額7・普通徴収_納付済額7・普通徴収_差引納付額7・普通徴収_期別8・普通徴収_納期限8・普通徴収_税額前8・普通徴収_税額後8・普通徴収_充当額8・普通徴収_納付済額8・普通徴収_差引納

付額8・普通徴収_期別9・普通徴収_納期限9・普通徴収_税額前9・普通徴収_税額後9・普通徴収_充当額9・普通徴収_納付済額9・普通徴収_差引納付額9・普通徴収_期別10・普通徴収_納期限10・

普通徴収_税額前10・普通徴収_税額後10・普通徴収_充当額10・普通徴収_納付済額10・普通徴収_差引納付額10・普通徴収_期別11・普通徴収_納期限11・普通徴収_税額前11・普通徴収_税額後

11・普通徴収_充当額11・普通徴収_納付済額11・普通徴収_差引納付額11・普通徴収_期別12・普通徴収_納期限12・普通徴収_税額前12・普通徴収_税額後12・普通徴収_充当額12・普通徴収_納付

済額12・普通徴収_差引納付額12・全期前納納期限・全期前納納付額・全期前納報奨金・全期前納差引納付額・公的年金の支払者名・支払者の法人番号・公的年金の種類・仮徴収月_4月分・仮徴収

月_6月分・仮徴収月_8月分・仮徴収税額_4月分・仮徴収税額_6月分・仮徴収税額_8月分・本徴収月_10月分・本徴収月_12月分・本徴収月_2月分・年金特徴税額見出前・年金特徴税額見出後・本徴

収税額前_10月・本徴収税額前_12月・本徴収税額前_2月・本徴収税額後_10月・本徴収税額後_12月・本徴収税額後_2月・翌年度仮徴収月_4月・翌年度仮徴収月_6月・翌年度仮徴収月_8月・翌年度

仮徴収税額_4月・翌年度仮徴収税額_6月・翌年度仮徴収税額_8月・課税明細_タイトル・課税明細_調定年度・課税明細_課税年度・課税明細_日時・給与_収入金額・公的年金等_収入金額・所得項目

名称1・所得項目名称2・所得項目名称3・所得項目名称4・所得項目名称5・所得項目名称6・所得項目名称7・所得項目名称8・所得項目名称9・所得項目金額1・所得項目金額2・所得項目金額3・所

得項目金額4・所得項目金額5・所得項目金額6・所得項目金額7・所得項目金額8・所得項目金額9・合計所得金額合計所得金額・繰越損失繰越損失の内訳等・総所得金額等総所得金額等・所得控除

名称1・所得控除名称2・所得控除名称3・所得控除名称4・所得控除名称5・所得控除名称6・所得控除名称7・所得控除名称8・所得控除名称9・所得控除名称10・所得控除名称11・所得控除金額1・

所得控除金額2・所得控除金額3・所得控除金額4・所得控除金額5・所得控除金額6・所得控除金額7・所得控除金額8・所得控除金額9・所得控除金額10・所得控除金額11・所得控除合計・扶養_控

配・扶養_老配・扶養_特定・扶養_同老・扶養_老人・扶養_16歳未満・扶養_その他・扶養_同障・扶養_特障・扶養_他障・課税標準名称1・課税標準名称2・課税標準名称3・課税標準名称4・課税標

準名称5・課税標準名称6・課税標準名称7・課税標準名称8・課税標準名称9・課税標準名称10・課税標準名称11・課税標準名称12・課税標準金額1・課税標準金額2・課税標準金額3・課税標準金額

4・課税標準金額5・課税標準金額6・課税標準金額7・課税標準金額8・課税標準金額9・課税標準金額10・課税標準金額11・課税標準金額12・本人_未成年者・本人_特障・本人_他障・本人_寡婦・

本人_ひとり親等名称・本人_ひとり親・本人_勤労学生・税額控除市区町村見出・税額控除都道府県見出・算出税額_市町村・算出税額_都道府県・税額控除項目名称1・税額控除項目名称2・税額控

除項目名称3・税額控除項目名称4・税額控除項目名称5・税額控除項目名称6・税額控除項目名称7・税額控除項目名称8・税額控除金額_市町村1・税額控除金額_市町村2・税額控除金額_市町村3・

税額控除金額_市町村4・税額控除金額_市町村5・税額控除金額_市町村6・税額控除金額_市町村7・税額控除金額_市町村8・税額控除金額_都道府県1・税額控除金額_都道府県2・税額控除金額_都道

府県3・税額控除金額_都道府県4・税額控除金額_都道府県5・税額控除金額_都道府県6・税額控除金額_都道府県7・税額控除金額_都道府県8・市区町村 所得割・市区町村 均等割・都道府県 所得

割・都道府県 均等割・減免額・免除額・森林環境税額・年税額・特徴と公徴の合計額・差引普通徴収税額・控除不足額・控除不足額のうち還付額・全期前納納期限見出し・全期前納納付額見出し・

全期前納報奨金見出し・全期前納差引納付額見出し・一括納付の注意書き・森林環境税額_非表示用

特別徴収税額決定・変更通知書（特別徴収義務者用）

課税年度,帳票タイトル,帳票名_決定取消線,帳票名_変更取消線,課税団体名,宛先_郵便番号,宛先_住所,宛先_氏名_上段,宛先_氏名_下段,宛先_様分,宛先_カスタマーバーコード,事業所連番,事業所_特別

徴収税額,課税人員,非課税人員,月割額_6月分人数,月割額_6月分納付額,月割額_7月分人数,月割額_7月分納付額,月割額_8月分人数,月割額_8月分納付額,月割額_9月分人数,月割額_9月分納付額,月割額

_10月分人数,月割額_10月分納付額,月割額_11月分人数,月割額_11月分納付額,月割額_12月分人数,月割額_12月分納付額,月割額_1月分人数,月割額_1月分納付額,月割額_2月分人数,月割額_2月分納付

額,月割額_3月分人数,月割額_3月分納付額,月割額_4月分人数,月割額_4月分納付額,月割額_5月分人数,月割額_5月分納付額,備考,教示文,通知日,発行者名_肩書き,発行者名_首長名,公印,指定番号,宛名

番号,市区町村コード,受給者番号,個人_特別徴収税額,住所,氏名,個人番号,納付額_6月分,納付額_7月分,納付額_8月分,納付額_9月分,納付額_10月分,納付額_11月分,納付額_12月分,納付額_1月分,納付額

_2月分,納付額_3月分,納付額_4月分,納付額_5月分,変更月,摘要,事業所名称,事業所法人番号,頁番号,総頁

特別徴収税額決定・変更通知書（納税義務者用）

課税年度・帳票タイトル・帳票名_決定取消線・帳票名_変更取消線・所得_給与収入・所得_給与所得・所得_その他の所得計・合算所得区分_営業等・合算所得区分_農業・合算所得区分_不動・合算

所得区分_利子・合算所得区分_配当・合算所得区分_給与・合算所得区分_雑・合算所得区分_譲渡一時・総所得金額・課税標準_総所得・課税標準_山林所得・課税標準_分離短期譲渡・課税標準_分

離長期譲渡・課税標準_株式等の譲渡・課税標準_上場株式配当・課税標準_先物取引・所得控除_雑損・所得控除_医療費・所得控除_社会保険料・所得控除_小規模企業共済・所得控除_生命保険料・

所得控除_地震保険料・所得控除_障寡ひ勤・所得控除_配偶者・所得控除_配偶者特別・所得控除_扶養・所得控除_基礎・所得控除_所得控除合計・控配・老配・扶養親族_特定・扶養親族_同老・扶

養親族_老人・扶養親族_16歳未満・扶養親族_その他・扶養親族_同障・扶養親族_特障・扶養親族_他障・本人該当区分_未成年者・本人該当区分_特障・本人該当区分_他障・本人該当区分_寡婦・本

人該当区分_ひとり親・本人該当区分_勤労学生・繰越損失・摘要・市区町村タイトル・都道府県タイトル・税額_市_税控前所得割額・税額_市_税額控除額・税額_市_所得割額・税額_市_均等割額・

税額_県_税控前所得割額・税額_県_税額控除額・税額_県_所得割額・税額_県_均等割額・税額_森林環境税額・税額_特別徴収税額・税額_控除不足額・税額_既充当額・税額_既納付額・税額_差引納

付額・税額_変更前税額・税額_増減額・税額_変更月・納付額_6月分・納付額_7月分・納付額_8月分・納付額_9月分・納付額_10月分・納付額_11月分・納付額_12月分・納付額_1月分・納付額_2月

分・納付額_3月分・納付額_4月分・納付額_5月分・受給者番号・氏名・指定番号・住所・宛名番号・教示文・通知日・発行者名_肩書き・発行者名_首長名・公印・問い合わせ先1・問い合わせ先

事後
その他の項目の変更であり事前
の提出・公表が義務付けられな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　特定個人情報の取り扱いについて、職員（非常勤職員及び臨時職員を含
む。）に対し1年1回以上、研修を実施しています。

　特定個人情報の取り扱いについて、職員（非常勤職員及び臨時職員を含
む。）に対し1年1回以上、研修を実施している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

　従業者が利用可能なシステムは、それぞれの事務分担に応じ制限されて
おり、不必要な情報にはアクセスできない措置を講じています。

　従業者が利用可能なシステムは、それぞれの事務分担に応じ制限されてお
り、不必要な情報にはアクセスできない措置を講じている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
その他の措置の内容

・ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとし
ています。

・ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとしてい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録
具体的な管理方法

　税務業務における特定個人情報へのアクセス記録は、システムがアクセ
スログ（日時、利用者、利用端末、利用情報）として全件記録していま
す。

　税務業務における特定個人情報へのアクセス記録は、システムがアクセスロ
グ（日時、利用者、利用端末、利用情報）として全件記録している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

　アクセス権限に関しては1年1回以上、見直しを実施しています。 　アクセス権限に関しては1年1回以上、見直しを実施している。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・失効の管理
具体的な管理方法

パスワードの発行とアクセス権限の付与
・税務システムを利用する所属において職務上、システム利用が必要と
なった職員について、情報システム課にパスワードを申請します。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を付与します。
パスワードとアクセス権の失効
・税務システムを利用する所属において、異動や退職に伴い、システム利
用が不必要となった職員について、情報システム課にパスワード失効の速
やかに依頼します。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を速やかに失効しま
す。

パスワードの発行とアクセス権限の付与
・税務システムを利用する所属において職務上、システム利用が必要となった
職員について、情報システム担当課にパスワードを申請する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を付与する。
パスワードとアクセス権の失効
・税務システムを利用する所属において、異動や退職に伴い、システム利用が
不必要となった職員について、情報システム担当課にパスワード失効の速やか
に依頼する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を速やかに失効する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

・対象業務システムが利用可能な端末をシステム上、限定する仕組みと
なっています。
・システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによ
る識別とパスワードによる認証を実施します。この際に、ユーザごとに利
用可能な機能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組み
とします。
・ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止し
ています。
・認証に使用するパスワードと利用可能な機能は1年1回以上、変更する運
用を行っています。

・対象業務システムが利用可能な端末をシステム上、限定する仕組みとなって
いる。
・システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによる識
別とパスワードによる認証を実施する。この際に、ユーザごとに利用可能な機
能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組みとなっている。
・ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止してい
る。
・認証に使用するパスワードと利用可能な機能は1年1回以上、変更する運用を
行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの取扱いの記録
具体的な制限方法

　アクセスログによる記録を残しています。 　アクセスログによる記録を残している。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
具体的な制限方法

1　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成
や更新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前
に本市に提出させ、その承認を受けることとしています。
2　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者について
は、「誓約書」に署名の上、本市に提出させます。
3　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスでき
ないよう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証します。

1　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成や更
新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前に本市に
提出させ、その承認を受けることとしている。
2　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者については、
「誓約書」に署名の上、本市に提出させる。
3　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスできない
よう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認します。
・委託契約書に個人情報の保護について記載し、遵守させます。
・業務の一部を再委託する場合には市の承認を得るものとします。

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認する。
・委託契約書に個人情報の保護について記載し、遵守させる。
・業務の一部を再委託する場合には市の承認を得るものとする。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

　ファイルが不正に複製されないようにするため、特定個人情報を取り扱
う端末については、下記のとおり措置しています。
・事務室で使用している税務端末は一切外部記憶媒体を接続できません。
・事務室で使用している税務端末には業務用データが残りません。

　ファイルが不正に複製されないようにするため、特定個人情報を取り扱う端
末については、下記のとおり措置している。
・事務室で使用している税務端末は一切外部記憶媒体を接続できない。
・事務室で使用している税務端末には業務用データが残らない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託元と委託先間の提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託先と電子媒体を受け渡しする場合には施錠可能な搬送ケースを用意
させ、担当者が立会いのもと施錠、解錠を確認します。また、委託先の従
事者は搬送車１台につき２名以上とし（データ引渡時に２名以上であるこ
とを確認）、監視者がいなくならないよう万全の注意を払わなければなり
ません。

　委託先と電子媒体を受け渡しする場合には施錠可能な搬送ケースを用意さ
せ、担当者が立会いのもと施錠、解錠を確認する。また、委託先の従事者は搬
送車１台につき２名以上とし（データ引渡時に２名以上であることを確認）、
監視者がいなくならないよう万全の注意を払わなければならない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託先から他者への提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託先は委託業務の目的以外の目的に特定個人情報を利用し又は第三者
に提供してはなりません。
　ルール遵守を確認するため、委託先に管理状況の報告書提出を求める権
限、立ち入り検査をする権限を「個人情報の取扱いに関する特記事項」に
て定め、契約書に添付します。

　委託先は委託業務の目的以外の目的に特定個人情報を利用し又は第三者に提
供してはならない。
　ルール遵守を確認するため、委託先に管理状況の報告書提出を求める権限、
立ち入り検査をする権限を「個人情報の取扱いに関する特記事項」にて定め、
契約書に添付する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク
その他の措置の内容

　「サーバー室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシ
ステムへのアクセス権限」については申請が必要であり、審査の結果、承
認されたものについてのみ権限を与えることで情報の持ち出しを制限しま
す。

　「サーバー室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステ
ムへのアクセス権限」については申請が必要であり、審査の結果、承認された
ものについてのみ権限を与えることで情報の持ち出しを制限する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク
特定個人情報の提供・移転に関するルール
ルールの内容及びルール遵守の確認方法

　他の業務所管課より情報の移転・提供を求められた場合は、データ利用
申請書による申請が必要であり、審査の結果、承認されたものについての
み、データの移転・提供を行っています。

　他の業務所管課より情報の移転・提供を求められた場合は、データ利用申請
書による申請が必要であり、審査の結果、承認されたものについてのみ、デー
タの移転・提供を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク
特定個人情報の提供・移転の記録
具体的な方法

　特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末でど
の職員が、どの住民の情報について、いつ参照を行ったか）の記録がシス
テムに逐一保存されます。

　特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末でどの職
員が、どの住民の情報について、いつ参照を行ったか）の記録がシステムに逐
一保存する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
再委託先による特定個人情報ファイルの適切な取扱いの確保
具体的な方法

　委託者の承諾を得た場合に再委託を可能としています。その場合には作
業状況について報告書を提出させ、ルール遵守の状況を確認します。

　委託者の承諾を得た場合に再委託を可能としている。その場合には作業状況
について報告書を提出させ、ルール遵守の状況を確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関する規定
規定の内容

　特定個人情報を含む全ての個人情報について、以下の内容を「個人情報の取扱
いに関する特記事項」として契約書に添付し、委託事業者に順守させます。
・個人情報の漏えい、滅失、改ざん、き損及びその他の事故を未然に防止するた
め必要な措置を講じる。
・個人情報の取扱いに関する責任体制を整備し、管理責任者を定める。
・個人情報の内容を第三者に漏らしてはならない。契約が終了し、又は解除され
た後においても同様とする。
・業務を処理するため個人情報を収集するときは、その目的を明確にし、当該目
的の達成に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならな
い。
・横須賀市の指示又は承諾があるときを除き、業務の目的以外の目的に個人情報
を利用し、又は第三者に提供してはならない。ならびに複写し、又は複製しては
ならない。
・横須賀市から貸与された、又は委託事業者が収集し、複製し、若しくは作成し
た個人情報の記録された資料等は、契約が終了し、又は解除された後直ちに返還
し、又は引き渡し、若しくは消去しなければならない。
・委託事業者は、個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託
してはならない。ただし、書面により横須賀市の承諾を得た場合は、この限りで
はない。
・横須賀市は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託事業者に対
し、個人情報を取り扱う事務について管理状況の説明若しくは資料の提出を求
め、又は委託事業者の事務所に立ち入ることができる。
・個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの事故が生じ、又は生ずるおそれが
あることを知ったときは、速やかに横須賀市に報告し、本市の指示に従わなけれ

　特定個人情報を含む全ての個人情報について、以下の内容を「個人情報の取扱いに関する
特記事項」として契約書に添付し、委託事業者に順守させます。
・個人情報の漏えい、滅失、改ざん、き損及びその他の事故を未然に防止するため必要な措
置を講じる。
・個人情報の取扱いに関する責任体制を整備し、管理責任者を定める。
・個人情報の内容を第三者に漏らしてはならない。契約が終了し、又は解除された後におい
ても同様とする。
・業務を処理するため個人情報を収集するときは、その目的を明確にし、当該目的の達成に
必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。
・横須賀市の指示又は承諾があるときを除き、業務の目的以外の目的に個人情報を利用し、
又は第三者に提供してはならない。ならびに複写し、又は複製してはならない。
・横須賀市から貸与された、又は委託事業者が収集し、複製し、若しくは作成した個人情報
の記録された資料等は、契約が終了し、又は解除された後直ちに返還し、又は引き渡し、若
しくは消去しなければならない。
・委託事業者は、個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託してはなら
ない。ただし、書面により横須賀市の承諾を得た場合は、この限りではない。
・横須賀市は、個人情報を保護するために必要な限度において、委託事業者に対し、個人情
報を取り扱う事務について管理状況の説明若しくは資料の提出を求め、又は委託事業者の事
務所に立ち入ることができる。
・個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの事故が生じ、又は生ずるおそれがあることを
知ったときは、速やかに横須賀市に報告し、本市の指示に従わなければならない。この契約
が終了し、又は解除された後においても同様とする。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の消去ルール
ルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託先は、特定個人情報が記録された媒体について、委託契約終了後若
しくは解除後、直ちに返還、又は引き渡し、若しくは消去しなければなり
ません。　また、特定個人情報を消去した場合は、その旨の報告書を提出
させます。

　委託先は、特定個人情報が記録された媒体について、委託契約終了後若しく
は解除後、直ちに返還、又は引き渡し、若しくは消去しなければならない。
また、特定個人情報を消去した場合は、その旨の報告書を提出させる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提
供・移転してしまうリスク
リスクに対する措置の内容

・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
　提供・移転する情報は提供・移転する前にその情報の作成日時、件数、
内容の確認を行い、誤った情報が作成されないことを担保します。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　庁内連携システムでは本業務で保有する情報をすべて連携することはで
きず、番号法に基づき認められる情報のみ認められた相手にしか移転でき
ないよう、システムの仕組みとして担保されています。

・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
　提供・移転する情報は提供・移転する前にその情報の作成日時、件数、内容
の確認を行い、誤った情報が作成されないことを担保する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　庁内連携システムでは本業務で保有する情報をすべて連携することはでき
ず、番号法に基づき認められる情報のみ認められた相手にしか移転できないよ
う、システムの仕組みとして担保されている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

　税総合システムにより特定の権限者以外は情報照会・提供ができず、さ
らに、情報照会・情報提供記録をしシステムに逐一保存することで、不適
切な方法で特定個人情報がやりとりされることを防止します。

　税総合システムにより特定の権限者以外は情報照会・提供ができず、さら
に、情報照会・情報提供記録をしシステムに逐一保存することで、不適切な方
法で特定個人情報がやりとりされることを防止している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容の
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞まで

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネット
ワーク及びサーバー間通信に限定されるため、安全が確保されています。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情
報の入手のみを実施するため、漏えい・紛失のリスクに対応しています
（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステム
からのアクセスを防止する仕組みを設けています。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後
に当該結果を情報照会機能において自動で削除することにより、特定個人
情報が漏えい・紛失するリスクを軽減しています。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他
に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施さ
れるため、不適切な接続端末操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっています。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個
人情報を送信する際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会
者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっています。そのため、
情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっています。

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク
及びサーバー間通信に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の
入手のみを実施するため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムから
のアクセスを防止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当
該結果を情報照会機能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏
えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みに
なっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情
報を送信する際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間
サーバーでしか復号できない仕組みになっている。そのため、情報提供ネット
ワークシステムでは復号されないものとなっている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　情報照会にあたっては、中間サーバーから入手した特定個人情報の情報
提供用個人識別符号が団体内統合宛名番号に正確に変換されることにより
税務関係システム上で個人を識別できるため、照会対象者に係る特定個人
情報を正確に入手することが担保されています。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が
設置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供用個
人識別符号により紐付けけられた照会対象に係る特定個人情報を入手する
ため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されて
います。

＜税務関係システムにおける措置＞
　情報照会にあたっては、中間サーバーから入手した特定個人情報の情報提供
用個人識別符号が団体内統合宛名番号に正確に変換されることにより税務関係
システム上で個人を識別できるため、照会対象者に係る特定個人情報を正確に
入手することが担保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用して、情報提供用個人識別
符号により紐付けけられた照会対象に係る特定個人情報を入手するため、正確
な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバーと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネット
ワーク及びサーバー間通信に限定されるため、安全が確保されています。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が
設置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の
入手のみ実施できるように設計されるため、安全性が担保されています。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネッ
トワーク等）を利用することにより、安全性を確保しています。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通
信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
ます。

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバーと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワー
ク及びサーバー間通信に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
　中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設
置・管理する情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手の
み実施できるように設計されるため、安全性が担保されている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高
度なセキュリティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク
等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回
線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　特定個人情報の入手時には、情報照会（どの端末でどの職員が、どの住民の
情報についていつ参照を行ったか）の記録をシステムに逐一保存することで、
不正な入手を防止します。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※1）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を
行う際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※
2）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになりま
す。つまり、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えて
おり、目的外提供やセキュリティリスクに対応しています。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認
証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実
施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止す
る仕組みになっています。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照
会した情報の受領を行う機能です。
（※2）番号法別表第2及び第19条第14号に基づき事務手続きごとに情報照会
者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化したものです。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づい
た各種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能です。

＜税務関係システムにおける措置＞
　特定個人情報の入手時には、情報照会（どの端末でどの職員が、どの住民の情報
についていつ参照を行ったか）の記録をシステムに逐一保存することで、不正な入
手を防止している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報照会機能（※1）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う
際には、情報提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※2）との照
合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネットワークシステムから情
報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つまり、番号法上認
められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリ
ティリスクに対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の
他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施される
ため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みに
なっている。
（※1）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会し
た情報の受領を行う機能である。
（※2）番号法別表第2及び第19条第14号に基づき事務手続きごとに情報照会者、情
報提供者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化したものである。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各
種機能や特定個人情報へのアクセス制御を行う機能である。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容の
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞から

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネッ
トワーク等）を利用することにより、漏えい・紛失のリスクに対応してい
ます。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通
信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリス
クに対応しています。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プ
ラットフォームの運用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報
へはアクセスすることはできません。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高
度なセキュリティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク
等）を利用することにより、漏えい・紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回
線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応
している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラット
フォームの運用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセ
スすることはできない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリス
クに対する措置

＜横須賀市における措置＞
　本市では、情報提供ネットワークシステムとの全ての連携（接続）は、中間
サーバーが行う構成となっており、情報提供ネットワークシステム側から、本市
の業務システムへのアクセスはできません。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みに
なっています。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担
保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応しています。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度
なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）
を利用することにより、安全性を確保しています。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を
分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保しています。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベース
を地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間サーバー・プ
ラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセ
スできません。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラッ
トフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏えい等のリスクを極小化し
ます。

＜横須賀市における措置＞
　本市では、情報提供ネットワークシステムとの全ての連携（接続）は、中間サー
バーが行う構成となっており、情報提供ネットワークシステム側から、本市の業務シ
ステムへのアクセスはできない。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログ
イン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切
な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保さ
れており、不正な名寄せが行われるリスクに対応している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用す
ることにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地
方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできな
い。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者における情報漏えい等のリスクを極小化してい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してし
まうリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムに関する措置＞
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置　提供・移転する情
報は提供・移転する前にその情報の作成日時、件数、内容の確認を行い、
誤った情報が作成されないことをシステム上で担保します。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置　庁内連携システム
では、番号法に基づき認められる情報のみ、認められた相手にしか移転で
きないよう、システムの仕組みとして担保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う
際には、情報提供許可証と情報照会者への経路情報を受領した上で、情報
照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手に特定個人情報が
提供されるリスクに対応しています。
②情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベース
へのインポートデータ」の形式チェックと、接続端末の画面表示等により
情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備することで、誤った
特定個人情報を提供してしまうリスクに対応しています。
③情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本デー
タを既存業務システムの原本と照合するためのエクスポートデータを出力
する機能を有しています。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能です。

＜税務関係システムに関する措置＞
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置　提供・移転する情報は
提供・移転する前にその情報の作成日時、件数、内容の確認を行い、誤った情
報が作成されないことをシステム上で担保する。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置　庁内連携システムで
は、番号法に基づき認められる情報のみ、認められた相手にしか移転できない
よう、システムの仕組みとして担保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際に
は、情報提供許可証と情報照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容
に対応した情報提供をすることで、誤った相手に特定個人情報が提供されるリ
スクに対応している。
②情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへの
インポートデータ」の形式チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供
データベースの内容を確認できる手段を準備することで、誤った特定個人情報
を提供してしまうリスクに対応している。
③情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを
既存業務システムの原本と照合するためのエクスポートデータを出力する機能
を有している。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能である。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　税総合システムにより特定の権限者以外は情報照会・提供ができません、さら
に、情報照会・情報提供記録をデータベースに逐一保存することで、不適切な方
法で特定個人情報がやりとりされることを防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信す
る情報は、情報照会者から受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供
を行う仕組みになっています。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みに
なっています。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能で
す。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度
なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）
を利用することにより、不適切な方法で提供されるリスクに対応しています。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を
分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応してい
ます。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特定

＜税務関係システムにおける措置＞
　税総合システムにより特定の権限者以外は情報照会・提供ができません、さらに、
情報照会・情報提供記録をデータベースに逐一保存することで、不適切な方法で特定
個人情報がやりとりされることを防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情
報は、情報照会者から受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕
組みになっている。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログ
イン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切
な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能であ
る。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセ
キュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用す
ることにより、不適切な方法で提供されるリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離
するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特定個人
情報に係る業務にはアクセスができないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供
を行えないよう管理してる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク５：　不正な提供が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末でどの職員
が、どの住民の情報についていつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一
保存することで、不正な提供を防止します。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可
用照合リストを情報提供ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格
納して、情報提供機能により、照会許可用照合リストに基づき情報連携が認めら
れた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施しています。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際に
は、情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着
くための経路情報を受領し、照会内容に対応した情報を自動で生成して送付する
ことで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応しています。
③特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応
答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認
し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が不正に提供されるリスク
に対応しています。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みに
なっています。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受
領及び情報提供を行う機能です。

＜税務関係システムにおける措置＞
　特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・情報提供（どの端末でどの職員が、どの住
民の情報についていつ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正
な提供を防止します。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リス
トを情報提供ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能
により、照会許可用照合リストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求で
あるかチェックを実施しています。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供
ネットワークシステムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領
し、照会内容に対応した情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供
されるリスクに対応しています。
③特に慎重な対応が求められる情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラ
グを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うこと
で、センシティブな特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応しています。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっています。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報
提供を行う機能です。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

＜横須賀市における措置＞
・盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠がで
きる場所に保管しています。
・課内にある端末はセキュリティーワイヤーを用いて設置しています。
・サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラ
で録画しています。
・サーバー室内に設置したサーバーは、全て鍵付のサーバーラックに設置
しています。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所
への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしています。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在
によるリスクを回避します。

＜横須賀市における措置＞
・盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠ができる
場所に保管している。
・課内にある端末はセキュリティーワイヤーを用いて設置している。
・サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラで録
画している。
・サーバー室内に設置したサーバーは、全て鍵付のサーバーラックに設置して
いる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への
入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。また、設置場所
はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在によるリスクを回
避している。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

＜横須賀市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバーは、インターネット等の
外部ネットワークから隔離されたネットワーク上に設置しています。
・個人情報については、一般PCにローカル保存せず、サーバ及び鍵付
ラック内の特定PCの所定の保管フォルダに保存することとしています。
・コンピュータウイルス対策ソフトウェアを導入し、毎月更新していま
す。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスや
ハッキングなどの脅威からネットワークを効率的かつ包括的に保護する装
置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うとともに、
ログの解析を行っています。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、
パターンファイルの更新を行っています。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行っています。

＜横須賀市における措置＞
・特定個人情報ファイルを管理しているサーバーは、インターネット等の外部
ネットワークから隔離されたネットワーク上に設置している。
・個人情報については、一般PCにローカル保存せず、サーバ及び鍵付ラック
内の特定PCの所定の保管フォルダに保存することとしている。
・コンピュータウイルス対策ソフトウェアを導入し、毎月更新している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッ
キングなどの脅威からネットワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を
導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うとともに、ログの解析を
行っている。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パ
ターンファイルの更新を行っている。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティ
パッチの適用を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

　本人情報の入手元は、税務関係システムファイルに限定しています。 　本人情報の入手元は、税務関係システムファイルに限定している。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

　正当な利用目的以外の目的にデータベースが使用されることを防止する
ため、本人情報でなく、物件情報を検索条件としています。

　正当な利用目的以外の目的にデータベースが使用されることを防止するた
め、本人情報でなく、物件情報を検索条件としている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

　税務関係システムファイル上で紐づけられた物件の所有者のみに限定す
ることで、対象者以外の情報の入手を防止します。

　税務関係システムファイル上で紐づけられた物件の所有者のみに限定するこ
とで、対象者以外の情報の入手を防止している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順
手順の内容

・媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子
情報の消去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、両方の措置をします。
・申告書等については、地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・
還付金の消滅時効、証明書の交付期間についての定めがあり、これらに準
拠して保管及び廃棄を行います。廃棄は、情報漏えいがないよう裁断、溶
解等の方法を採ります。

・媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消
去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合
は、両方の措置をする。
・申告書等については、地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付
金の消滅時効、証明書の交付期間についての定めがあり、これらに準拠して保
管及び廃棄を行います。廃棄は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法を
採る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

　保有する情報は、異動があった場合に随時更新しているため、古い情報
のまま保管されるリスクはありません。

　保有する情報は、異動があった場合に随時更新しているため、古い情報のま
ま保管されるリスクはない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（１）税務関係システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないた
め、生存する個人の個人番号と同様の管理を行います。

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないため、生
存する個人の個人番号と同様の管理を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用しま
す。

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

　本システムを利用する端末は、該当職員個人のID及びパスワードによる
認証を行っています。

　本システムを利用する端末は、該当職員個人のID及びパスワードによる認証
を行っている。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　システムは、閉じられたネットワーク上で運用され、それ以外への接続
はできないシステムになっていますので、目的を超えた紐付けは行えませ
ん。

　システムは、閉じられたネットワーク上で運用され、それ以外への接続はで
きないシステムになっているので、目的を超えた紐付けはできない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　本システムと宛名管理システム間の接続は行いません。 　本システムと宛名管理システム間の接続は行わない。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

　税務関係システムファイルから入手する宛名情報は電子媒体により提供
され、その際に受け渡し簿を記録します。システムは、閉じられたネット
ワーク上で運用され、それ以外への接続はできないシステムになっていま
す。

　税務関係システムファイルから入手する宛名情報は電子媒体により提供さ
れ、その際に受け渡し簿を記録する。システムは、閉じられたネットワーク上
で運用され、それ以外への接続はできないシステムになっている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保の措置の内容

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用する
ことで、特定個人情報の正確性を確保しています。

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用すること
で、特定個人情報の正確性を確保している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
個人番号の真正性確認の措置の内容

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用しま
す。個人番号は本ファイルには格納しません。

　税務関係システムファイルにおける本人確認済みの宛名情報を利用する。個
人番号は本ファイルには格納していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

　システム上、システム利用職員では、情報の複製は行えない仕組みとし
ています。
また、バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に
対し強く指導します。

　システム上、システム利用職員では、情報の複製は行えない仕組みとしてい
る。
また、バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し
強く指導している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

　システム利用職員に対し、事務外利用の禁止等について指導します。 　システム利用職員に対し、事務外利用の禁止等について指導している。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録
具体的な管理方法

・本人確認情報を扱うシステムの操作履歴（アクセスログ・操作ログ）を
記録します。
・不正な操作が無いことについて、操作履歴により適時確認します。

・本人確認情報を扱うシステムの操作履歴（アクセスログ・操作ログ）を記録
する。
・不正な操作が無いことについて、操作履歴により適時確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

・操作者の権限等に応じたアクセス権限が付与されるよう管理します。
・不正アクセスを分析するために、端末において操作履歴の記録を取得し
保管します。

・操作者の権限等に応じたアクセス権限が付与されるよう管理する。
・不正アクセスを分析するために、端末において操作履歴の記録を取得し保管
する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

　退職した元職員や異動した職員等のアクセス権限の失効管理を適切に行
います。

　退職した元職員や異動した職員等のアクセス権限の失効管理を適切に行って
いる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じます。
　・スクリーンセーバー等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表
示させません。
　・ＧＩＳ端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置きます。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必
要となる範囲にとどめます。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得るものと
します。

　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・スクリーンセーバー等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示さ
せない。
　・ＧＩＳ端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要と
なる範囲にとどめる。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得るものとす
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託元と委託先間の提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの
提供はありません。

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの提供
はない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託先から他者への提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの
提供はありません。

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの提供
はない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの取扱いの記録
具体的な制限方法

・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認するとと
もに、その記録を残します。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けるととも
に、その記録を残します。

・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認するととも
に、その記録を残す。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けるとともに、そ
の記録を残す。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
具体的な制限方法

1　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成
や更新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前
に本市に提出させ、その承認を受けることとしています。
2　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者について
は、「誓約書」に署名の上、本市に提出させます。
３　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスでき
ないよう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証します。

1　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成や更
新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前に本市に
提出させ、その承認を受けることとしている。
2　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者については、
「誓約書」に署名の上、本市に提出させる。
３　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスできない
よう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認します。
・個人情報セキュリティ対策書を提出させ、遵守させます。
・委託契約書に特定個人情報の取扱いに関する特記事項を添付し、適正管
理を徹底させます。

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認する。
・個人情報セキュリティ対策書を提出させ、遵守させる。
・委託契約書に特定個人情報の取扱いに関する特記事項を添付し、適正管理を
徹底させる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

　税務関係システムファイルとの整合処理を年1回実施し、保存する本人
確認情報を最新化しています。

　税務関係システムファイルとの整合処理を年1回実施し、保存する本人確認
情報を最新化している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

個人番号は保管しません。 個人番号は保管しない。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

　サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となりま
す。

　サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となる。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

　横須賀市施設内に設置されている鍵付きのサーバーラック内のサーバー
に保管されています。

　横須賀市施設内に設置されている鍵付きのサーバーラック内のサーバーに保
管されている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関する規定
規定の内容

　特定個人情報を含むファイルは提供しないこととしています。 　特定個人情報を含むファイルは提供しないこととしている。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関する規定
規定の内容

　事務室内の指定された端末上のデータを、職員立ち会いのもとサーバに
登録し、作業終了後、市職員がデータ消去しています。

　事務室内の指定された端末上のデータを、職員立ち会いのもとサーバに登録
し、作業終了後、市職員がデータ消去している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

　特定個人情報はデータ取込み又は手入力で行われ、情報を入力する際に
入力フォームがあるため、必要な情報以外を入手・入力することはありま
せん。

　特定個人情報はデータ取込み又は手入力で行われ、情報を入力する際に入力
フォームがあるため、必要な情報以外を入手・入力することはない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

　建築指導課から建築確認申請書一覧をデータでもらい、家屋評価計算シ
ステムファイルに取り込むことで、課税対象者の情報のみを入手してい
る。　また、税務関係システムファイル又は登記済通知書で、家屋評価計
算システムファイルに取り込んだ情報を確認することで、対象者以外の情
報の入手を防止します。

　建築指導課から建築確認申請書一覧をデータでもらい、家屋評価計算システ
ムファイルに取り込むことで、課税対象者の情報のみを入手している。　ま
た、税務関係システムファイル又は登記済通知書で、家屋評価計算システム
ファイルに取り込んだ情報を確認することで、対象者以外の情報の入手を防止
している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（３）GISシステムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順
手順の内容

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子
情報の消去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、両方の措置をします。

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消
去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行う。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両
方の措置をする。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。
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Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
個人番号の真正性確認の措置の内容

　本人確認済みの宛名情報を利用します。なお、個人番号は本ファイルに
は格納しません。

　本人確認済みの宛名情報を利用する。なお、個人番号は本ファイルには格納
しない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容

　本人確認済みの宛名情報を利用します。 　本人確認済みの宛名情報を利用する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

　本人情報の入手元は、建築確認申請書・税務関係システムファイル・登
記済通知書に限定しています。

　本人情報の入手元は、建築確認申請書・税務関係システムファイル・登記済
通知書に限定している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

　退職した元職員や異動した職員等のアクセス権限の失効管理を適切に行
います。

　退職した元職員や異動した職員等のアクセス権限の失効管理を適切に行う。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

　本システムを利用する端末は、該当職員個人のID及びパスワードによる
認証を行っています。

　本システムを利用する端末は、該当職員個人のID及びパスワードによる認証
を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　システムは、閉じられたネットワーク上で運用され、それ以外への接続
はできないシステムになっていますので、目的を超えた紐付けは行えませ
ん。

　システムは、閉じられたネットワーク上で運用され、それ以外への接続はで
きないシステムになっているので、目的を超えた紐付けは行えない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　本システムと宛名管理システム間の接続は行いません。 　本システムと宛名管理システム間の接続は行わない。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

　建築確認申請書・税務関係システムファイル・登記済通知書から入手す
る宛名情報を、その他識別番号・住所・氏名に限定し、データ又は目視で
家屋評価計算システムのパソコンに取込又は入力しています。なお、税務
関係システムパソコン・家屋評価計算システムパソコンは、該当職員個人
のID及びパスワードによる認証を行っています。

　建築確認申請書・税務関係システムファイル・登記済通知書から入手する宛
名情報を、その他識別番号・住所・氏名に限定し、データ又は目視で家屋評価
計算システムのパソコンに取込又は入力している。なお、税務関係システムパ
ソコン・家屋評価計算システムパソコンは、該当職員個人のID及びパスワード
による認証を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保の措置の内容

　本人確認済みの宛名情報を利用することで、特定個人情報の正確性を確
保しています。

　本人確認済みの宛名情報を利用することで、特定個人情報の正確性を確保し
ている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

・操作者の権限等に応じたアクセス権限が付与されるよう管理します。
・不正アクセスを分析するために、端末において操作履歴の記録を取得し
保管します。

・操作者の権限等に応じたアクセス権限が付与されるよう管理する。
・不正アクセスを分析するために、端末において操作履歴の記録を取得し保管
する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の消去ルール
ルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託先は、特定個人情報が記録された媒体について、委託契約終了後若
しくは解除後、直ちに返還、又は引き渡し、若しくは消去しなければなり
ません。　また、特定個人情報を消去した場合は、その旨の報告書を提出
させます。

　委託先は、特定個人情報が記録された媒体について、委託契約終了後若しく
は解除後、直ちに返還、又は引き渡し、若しくは消去しなければならない。
また、特定個人情報を消去した場合は、その旨の報告書を提出させる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認します。
・個人情報セキュリティ対策書を提出させ、遵守させます。
・委託契約書に特定個人情報の取扱いに関する特記事項を添付し、適正管
理を徹底させます。

・委託先における個人情報適正管理体制等を確認する。
・個人情報セキュリティ対策書を提出させ、遵守させる。
・委託契約書に特定個人情報の取扱いに関する特記事項を添付し、適正管理を
徹底させる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じます。
・スクリーンセーバー等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示
させません。
・家屋評価計算システムパソコンのディスプレイを、来庁者から見えない
位置に置きます。
・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要
となる範囲にとどめます。
・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得るものとし
ます。

　その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
・スクリーンセーバー等を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させ
ない。
・家屋評価計算システムパソコンのディスプレイを、来庁者から見えない位置
に置く。
・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要とな
る範囲にとどめる。
・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得るものとする。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

　システム上、システム利用職員では、情報の複製は行えない仕組みとし
ています。また、バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・
委託先等に対し強く指導します。

　システム上、システム利用職員では、情報の複製は行えない仕組みとしてい
る。また、バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に
対し強く指導する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

　システム利用職員に対し、事務外利用の禁止等について指導します。 　システム利用職員に対し、事務外利用の禁止等について指導する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録
具体的な管理方法

・本人確認情報を扱うシステムの操作履歴（アクセスログ・操作ログ）を
記録します。
・不正な操作が無いことについて、操作履歴により適時確認します。

・本人確認情報を扱うシステムの操作履歴（アクセスログ・操作ログ）を記録
する。
・不正な操作が無いことについて、操作履歴により適時確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託元と委託先間の提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの
提供はありません。

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの提供
はない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託先から他者への提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの
提供はありません。

　委託している作業内容では、委託先への特定個人情報を含むファイルの提供
はない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの取扱いの記録
具体的な制限方法

・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認していま
す。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けています。

・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認している。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
具体的な制限方法

１　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成
や更新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前
に本市に提出させ、その承認を受けることとしています。
２　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者について
は、「誓約書」に署名の上、本市に提出させます。
３　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスでき
ないよう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証します。

１　委託契約に関わる作業従事者の内、特定個人情報を含むデータの作成や更
新に携わる者においては、「作業従事者名簿一覧」を作成の上、事前に本市に
提出させ、その承認を受けることとしている。
２　１の作業従事者のうち、本市事務室への入退室が必要な者については、
「誓約書」に署名の上、本市に提出させる。
３　事前に申請許可された者以外は特定個人情報ファイルにアクセスできない
よう制御し、ユーザIDとパスワードにより認証する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
再委託先による特定個人情報ファイルの適切な取扱いに関する規定
具体的な方法

　委託者の承諾を得た場合に、再委託を可能としています。その場合には
作業状況について報告書を提出させ、ルール遵守の状況を確認します。

　委託者の承諾を得た場合に、再委託を可能としているその場合には作業状況
について報告書を提出させ、ルール遵守の状況を確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託契約書中の特定個人情報ファイルの取扱いに関する規定
規定の内容

　特定個人情報を含むファイルは提供しないこととしています。 　特定個人情報を含むファイルは提供していない。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順
手順の内容

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子
情報の消去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、両方の措置をします。

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消
去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行う。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両
方の措置を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管します。 　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

　個人番号は保管しません。 　個人番号は保管しない。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

　サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となりま
す。

　サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となる。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（４）家屋評価計算システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

　横須賀市施設内に設置されている鍵付きのサーバーラック内のサーバー
に保管されています。

　横須賀市施設内に設置されている鍵付きのサーバーラック内のサーバーに保
管されている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等を除く。）＞
　地方税ポータルセンタ（eLTAX）では、申告等の手続きを行おうとして
いる者からしか情報を受け付けないようにシステムで制御しています。
eLTAXを利用するためには、利用届出を提出し、利用者IDと暗証番号を取
得して、電子証明書を登録する必要があります。申告等の手続きの際に添
付される電子証明書と登録情報との確認を行うことにより、なりすまし
（第三者が利用者のふりをして申請すること）の確認・検証ができます。
また、利用届出や申告データ等に設定された提出先情報により、審査シス
テム（eLTAX）が地方税ポータルセンタ（eLTAX）から取得できる情報
に制限がされています。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　地方税ポータルセンタ（eLTAX）では、公的年金等支払者から提出され
たＤＶＤに記録された情報を格納しており、ＤＶＤに記録された提出先情
報により、審査システム（eLTAX）が地方税ポータルセンタ（eLTAX）
から取得できる情報に制限がされています。
＜国税庁、他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）は、地方税ポータルシステム（eLTAX）
を通じて接続先が固定されており、国税庁及び他市区町村としか繋がって
おらず、国税庁及び他市区町村から送信される情報以外を入手することは
できません。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地
方公務員共済組合等を除く。）＞
　地方税ポータルセンタ（eLTAX）では、申告等の手続きを行おうとしている
者からしか情報を受け付けないようにシステムで制御している。eLTAXを利用
するためには、利用届出を提出し、利用者IDと暗証番号を取得して、電子証明
書を登録する必要がある。申告等の手続きの際に添付される電子証明書と登録
情報との確認を行うことにより、なりすまし（第三者が利用者のふりをして申
請すること）の確認・検証ができる。
また、利用届出や申告データ等に設定された提出先情報により、電子申告等シ
ステム（eLTAX）が地方税ポータルセンタ（eLTAX）から取得できる情報に
制限がされている。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　地方税ポータルセンタ（eLTAX）では、公的年金等支払者から提出されたＤ
ＶＤに記録された情報を格納しており、ＤＶＤに記録された提出先情報によ
り、電子申告等システム（eLTAX）が地方税ポータルセンタ（eLTAX）から
取得できる情報に制限がされている。
＜国税庁、他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）は、地方税ポータルシステム（eLTAX）を通
じて接続先が固定されており、国税庁及び他市区町村としか繋がっておらず、
国税庁及び他市区町村から送信される情報以外を入手することはできない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保の措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等）＞
　審査システム（eLTAX）は、地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付
を行った情報を原本として保存するシステムであるため、受領した情報を
そのまま保管する必要があります。

＜国税庁＞
　正確性の確保については、特定個人情報の入手元である国税庁に委ねら
れます。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区
町村が国税庁から入手した情報であるため、正確性の確保については、特
定個人情報の入手元である国税庁に委ねられます。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地
方公務員共済組合等を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務
員共済組合等）＞
　電子申告等システム（eLTAX）は、地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受
付を行った情報を原本として保存するシステムであるため、受領した情報をそ
のまま保管する必要がある。

＜国税庁＞
　正確性の確保については、特定個人情報の入手元である国税庁に委ねられ
る。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区町村
が国税庁から入手した情報であるため、正確性の確保については、特定個人情
報の入手元である国税庁に委ねられる。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
個人番号の真正性確認の措置の内容

＜本人又は本人の代理人＞
　税務システムは、統合宛名システムと連携して個人番号を保有してお
り、申告データ等を審査システム（eLTAX）から税務システムに登録する
際に、真正性を確認します。

＜給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等
を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合
等）、国税庁＞
　特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を
行った上で情報を入手していることが前提となっており、本市が当該入手
元から入手する際は番号法第１６条が適用されません（提供を行う者自身
の真正性確認は「○本人又は本人の代理人」と同様です）。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区
町村が国税庁から入手した情報であるため、特定個人情報の入手元が番号
法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手しているこ
とが前提となっており、本市が当該入手元から入手する際は番号法第１６
条が適用されません（提供を行う者自身の真正性確認は「○本人又は本人
の代理人」と同様です）。

＜本人又は本人の代理人＞
　税務システムは、統合宛名システムと連携して個人番号を保有しており、申
告データ等を電子申告等システム（eLTAX）から税務システムに登録する際
に、真正性を確認する。

＜給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除
く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）、国税庁
＞
　特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った
上で情報を入手していることが前提となっており、本市が当該入手元から入手
する際は番号法第１６条が適用されない（提供を行う者自身の真正性確認は
「○本人又は本人の代理人」と同様である）。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区町村
が国税庁から入手した情報であるため、特定個人情報の入手元が番号法第１６
条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手していることが前提と
なっており、本市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されな
い（提供を行う者自身の真正性確認は「○本人又は本人の代理人」と同様であ
る）。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容

＜本人又は本人の代理人＞
　番号法施行規則第３条（電子情報処理組織を使用して個人番号の提供を
受ける場合の本人確認の措置）第２号ハに揚げる、署名用電子証明書及び
当該電子証明書により確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報
の送信を受けることなどにより確認します。

＜給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等
を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合
等）、国税庁＞
　特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を
行った上で情報を入手していることが前提となっており、本市が当該入手
元から入手する際は番号法第１６条が適用されません（提供を行う者自身
の本人確認は「○本人又は本人の代理人」と同様です）。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区
町村が国税庁から入手した情報であるため、特定個人情報の入手元が番号
法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手しているこ
とが前提となっており、本市が当該入手元から入手する際は番号法第１６
条が適用されません（提供を行う者自身の本人確認は「○本人又は本人の

＜本人又は本人の代理人＞
　税務システムは、統合宛名システムと連携して個人番号を保有しており、申
告データ等を電子申告等システム（eLTAX）から税務システムに登録する際
に、真正性を確認する。

＜給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等を除
く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）、国税庁
＞
　特定個人情報の入手元が番号法第１６条の規定に基づき、本人確認を行った
上で情報を入手していることが前提となっており、本市が当該入手元から入手
する際は番号法第１６条が適用されません（提供を行う者自身の真正性確認は
「○本人又は本人の代理人」と同様です）。

＜他市区町村＞
　国税連携システム（eLTAX）で他市区町村から入手する情報は、他市区町村
が国税庁から入手した情報であるため、特定個人情報の入手元が番号法第１６
条の規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入手していることが前提と
なっており、本市が当該入手元から入手する際は番号法第１６条が適用されま
せん（提供を行う者自身の真正性確認は「○本人又は本人の代理人」と同様で
す）。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等）＞
　申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出
する際には、法令等において手続きに必要な事項を規定した様式を示して
いることから、申告等の手続きを行う者は個人番号の記載が必要であると
認識した上で申告書等を提出することとなります。

＜国税庁、他市区町村＞
　特定個人情報の入手元である国税庁及び他の市区町村は、使用目的が法
令に基づくものであることを理解した上で提供を行います。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地
方公務員共済組合等を除く。）、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務
員共済組合等）＞
　申告等の手続きを行う者が、地方税法等の規定に基づき申告書等を提出する
際には、法令等において手続きに必要な事項を規定した様式を示していること
から、申告等の手続きを行う者は個人番号の記載が必要であると認識した上で
申告書等を提出することとなる。

＜国税庁、他市区町村＞
　特定個人情報の入手元である国税庁及び他の市区町村は、使用目的が法令に
基づくものであることを理解した上で提供を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

　審査システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）では、法令
等により定められた様式を用いることで、必要な情報以外を入手すること
を防止しています。

　電子申告等システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）では、法
令等により定められた様式を用いることで、必要な情報以外を入手することを
防止している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
その他の措置の内容

　ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとし
ています。

　ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとしてい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方
公務員共済組合等を除く。）＞
　申告等の手続きを行う者から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までのインター
ネット回線については、暗号化通信を行っています。また、地方税ポータルセン
タ（eLTAX）から審査システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを利
用するとともに、暗号化通信を行っています。

＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　公的年金等支払者から、地方税共同機構までは、施錠した容器に収納の上、輸
送により又は持参により、暗号化された情報が記録されたＤＶＤを受領していま
す。地方税ポータルセンタ（eLTAX）から審査システム（eLTAX）までは、閉域
網であるＬＧＷＡＮが利用され、暗号化通信を行っています。
　なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）が取得したＤＶＤは、施錠した容器に
収納の上、輸送により、公的年金等支払者に返却しています。

＜国税庁、他市区町村＞
　国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは、専用回線を利用するとと
もに、暗号化通信を行っています。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から
国税連携システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを利用するととも
に、暗号化通信を行っています。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務
員共済組合等を除く。）＞
　申告等の手続きを行う者から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までのインターネッ
ト回線については、暗号化通信を行っている。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）から電子申告等システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを利
用するとともに、暗号化通信を行っている。

＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　公的年金等支払者から、地方税共同機構までは、施錠した容器に収納の上、輸送に
より又は持参により、暗号化された情報が記録されたＤＶＤを受領している。地方税
ポータルセンタ（eLTAX）から電子申告等システム（eLTAX）までは、閉域網である
ＬＧＷＡＮが利用され、暗号化通信を行っている。
　なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）が取得したＤＶＤは、施錠した容器に収納
の上、輸送により、公的年金等支払者に返却している。

＜国税庁、他市区町村＞
　国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは、専用回線を利用するととも
に、暗号化通信を行っている。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から国税連携
システム（eLTAX）までは、閉域網であるＬＧＷＡＮを利用するとともに、暗号化通
信を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録
具体的な管理方法

　端末内に記録ファイルを作成し、日付、担当者名、目的を記録します。 　端末内に記録ファイルを作成し、日付、担当者名、目的を記録する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行います。 　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行う。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・失効の管理
具体的な管理方法

　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行います。 　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行う。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

　システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによ
る識別とパスワードによる認証を実施します。この際に、ユーザごとに利
用可能な機能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組み
とします。
　ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止し
ています。

　システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによる識
別とパスワードによる認証を実施する。この際に、ユーザごとに利用可能な機
能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組みとする。
　ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止してい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
事務で使用するその他のシステムにおける措置の内容

　eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線のみ接続され
ており、その他のシステムとは接続されていません。

　eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線のみ接続されてお
り、その他のシステムとは接続ししていない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

　eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線のみ接続され
ており、その他のシステムとは接続されていません。

　eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線のみ接続されてお
り、その他のシステムとは接続ししていない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
情報保護管理体制の確認

　委託先は以下の通り管理体制を敷いています。
・「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の
技術の利用における、安全性及び信頼性を確保するために必要な事項に関
する基準」（平成３１年総務省告示第１５１号）の各規定に適合した情報
セキュリティが確保されている事業者として地方税共同機構から認定を受
けています
・ISMS認証を取得しています。
・地方税共同機構による情報セキュリティ監査を定期的に受けており、そ
の結果につきましては、機構ポータルサイトにて報告を行っています。

　委託先は以下の通り管理体制を敷いている。
・「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の技術
の利用における、安全性及び信頼性を確保するために必要な事項に関する基
準」（平成３１年総務省告示第１５１号）の各規定に適合した情報セキュリ
ティが確保されている事業者として地方税共同機構から認定を受けている。
・ISMS認証を取得している。
・地方税共同機構による情報セキュリティ監査を定期的に受けており、その結
果につきましては、機構ポータルサイトにて報告を行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線以外とは接続
されていません。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体以外は接
続できません。

・eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線以外とは接続され
ていない。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体以外は接続できな
い。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線以外とは接続
されていません。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体以外は接
続できません。

・eLTAXシステムは対象データを送受信するための専用回線以外とは接続され
ていない。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体以外は接続できな
い。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク
特定個人情報の提供・移転の記録
具体的な方法

＜本人又は本人の代理人＞
・審査システム（eLTAX）を利用して本人又は本人の代理人へ提供する特
定個人情報については、送信日時や送信状況等の当該提供記録をシステム
上で記録をしています。

＜給与支払者＞
・審査システム（eLTAX）を利用して給与支払者へ提供する特定個人情報
については、送信日や送信状況等の当該提供記録をシステム上で記録をし
ています。

＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
・審査システム（eLTAX）を利用して公的年金支払者へ提供する特定個人
情報については、送信日や送信状況等の当該提供記録をシステム上で記録
をしています。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）から公的年金支払者へDVDを搬送す
る際には、持ち出し状況を記録しています。

＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）を利用して国税庁及び他市区町村へ提供す
る特定個人情報については、データ登録を行った職員や送信日、送信状況
等の当該提供記録をシステム上で管理をしています。（記録の保存期間は

＜本人又は本人の代理人＞
・電子申告等システム（eLTAX）を利用して本人又は本人の代理人へ提供する
特定個人情報については、送信日時や送信状況等の当該提供記録をシステム上
で記録をしている。

＜給与支払者＞
・電子申告等システム（eLTAX）を利用して給与支払者へ提供する特定個人情
報については、送信日や送信状況等の当該提供記録をシステム上で記録をして
いる。

＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
・電子申告等システム（eLTAX）を利用して公的年金支払者へ提供する特定個
人情報については、送信日や送信状況等の当該提供記録をシステム上で記録を
している。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）から公的年金支払者へDVDを搬送する際
には、持ち出し状況を記録している。

＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）を利用して国税庁及び他市区町村へ提供する特
定個人情報については、データ登録を行った職員や送信日、送信状況等の当該
提供記録をシステム上で管理をしている。（記録の保存期間は最大730日）

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報ファイルの閲覧者・更新者の制限
具体的な制限方法

・特定個人情報ファイルを取り扱える要員をセキュリティ実施規程により
定めており、当該要員以外のアカウントに、特定個人情報ファイルへアク
セスできる権限は付与しません。（アカウントは個人に割り付けられてい
るため、制限された要員が特定個人情報ファイルにアクセスすることは出
来ません）
・特定個人情報ファイルへのアクセス権限を持った者も、セキュリティ教
育を定期的に受講しています。
・あらかじめ承認された手順に従ってのみ作業を行っており、　内容の閲
覧・更新を行うような運用はしません。

・特定個人情報ファイルを取り扱える要員をセキュリティ実施規程により定め
ており、当該要員以外のアカウントに、特定個人情報ファイルへアクセスでき
る権限は付与しない。（アカウントは個人に割り付けられているため、制限さ
れた要員が特定個人情報ファイルにアクセスすることは出来ない）
・特定個人情報ファイルへのアクセス権限を持った者も、セキュリティ教育を
定期的に受講している。
・あらかじめ承認された手順に従ってのみ作業を行っており、　内容の閲覧・
更新を行うような運用はしない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
再委託先による特定個人情報ファイルの適切な取扱いに関する規定
具体的な方法

　当該委託業務遂行時には、個人情報の取扱において再委託元と同等の義
務を負わせ、その履行に関して再委託先が報告を受け、管理をすることと
しています。

　当該委託業務遂行時には、個人情報の取扱において再委託元と同等の義務を
負わせ、その履行に関して再委託先が報告を受け、管理をすることとしてい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の消去ルール
ルールの内容及びルール遵守の確認方法

　委託先ではなく、横須賀市（税務担当課職員）がLGWAN経由でシステ
ムにアクセスし、データを消去します。

　委託先ではなく、横須賀市（税務担当課職員）がLGWAN経由でシステムに
アクセスし、データを消去する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託元と委託先間の提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

・委託先の横須賀市専用フォルダに横須賀市の取扱情報のみを保管してお
り、その情報を専用回線を経由して税務職員が取得しています。委託先の
情報管理状況に関しては上記報告書にて確認しています。

・委託先の横須賀市専用フォルダに横須賀市の取扱情報のみを保管しており、
その情報を専用回線を経由して税務職員が取得している。委託先の情報管理状
況に関しては上記報告書にて確認している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
特定個人情報の提供ルール
委託先から他者への提供に関するルールの内容及びルール遵守の確認方法

・特定個人情報はASPサービス遂行目的の範囲内でのみ使用し、第３者に
提供することを禁じています。
・月次で報告書を提出させ、管理状況を確認しています。

・特定個人情報はASPサービス遂行目的の範囲内でのみ使用し、第３者に提供
することを禁じている。
・月次で報告書を提出させ、管理状況を確認している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク
特定個人情報の提供・移転に関するルール
ルールの内容及びルール遵守の確認方法

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機
構、地方公務員共済組合等）＞
・審査システム（eLTAX）を利用した特定個人情報の提供について、提供
するデータの作成やシステムへの情報の格納、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信方法が操作手引書等に記載されており、それに基づき
提供処理を行っています。

＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）を利用した特定個人情報の提供について、
提供するデータの作成やシステムへの情報の格納、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信方法が操作手引書等に記載されており、それに基づき
提供処理を行っています。
・国税連携システム（eLTAX）では、特定個人情報の提供は、番号法施行
規則第20条第2号の規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するために必
要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に従って行っています。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者、公的年金等支払者（日本年金機構、地
方公務員共済組合等）＞
・電子申告等システム（eLTAX）を利用した特定個人情報の提供について、提
供するデータの作成やシステムへの情報の格納、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信方法が操作手引書等に記載されており、それに基づき提供
処理を行っている。

＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）を利用した特定個人情報の提供について、提供
するデータの作成やシステムへの情報の格納、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信方法が操作手引書等に記載されており、それに基づき提供
処理を行っている。
・国税連携システム（eLTAX）では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則
第20条第2号の規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準
として、内閣総理大臣が定める基準に従って行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者＞
・審査システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決め
られた機能以外での提供は行うことはできません。提供処理の際にシステムに格納するデー
タには納税者IDがあり、それにより提供先が設定されます。なお、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信には接続先が固定されたLGWANを用いており、また、利用者が提供さ
れたデータの確認等をする場合にはインターネット回線を用いているが、eLTAX対応ソフト
ウェアを使用して地方税ポータルセンタ（eLTAX）にログインをして確認しています。これ
らのデータは暗号化をしているため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されています。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
・審査システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決め
られた機能以外での提供は行うことはできません。提供処理の際にシステムに格納するデー
タには納税者IDがあり、それにより提供先が設定されます。なお、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）への送信には接続先が固定されたLGWANを用いており、データは暗号化をして
いるため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されています。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）から公的年金支払者にDVDによる提供の場合には、一般
社団法人地方税電子化協議会と公的年金支払者の間で交わされている覚書により、提供方法
が定められています。
＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは
決められた機能以外での提供は行うことができず、提供先として国税庁及び市区町村以外を
設定することはできない仕様になっています。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）と市
区町村間は接続先が固定されたLGWAN、地方税ポータルセンタ（eLTAX）と国税庁間は専
用回線を用いており、データも暗号化をしているため情報漏えいや紛失のリスクが軽減され
ています。
・国税連携システム（eLTAX）では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則第20条第2号
の規定に基づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定
める基準に従って行っています。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者＞
・電子申告等システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決
められた機能以外での提供は行うことはできない。提供処理の際にシステムに格納するデータには
納税者IDがあり、それにより提供先が設定される。なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）への
送信には接続先が固定されたLGWANを用いており、また、利用者が提供されたデータの確認等を
する場合にはインターネット回線を用いているが、eLTAX対応ソフトウェアを使用して地方税
ポータルセンタ（eLTAX）にログインをして確認している。これらのデータは暗号化をしている
ため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されている。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
・電子申告等システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決
められた機能以外での提供は行うことはできない。提供処理の際にシステムに格納するデータには
納税者IDがあり、それにより提供先が設定される。なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）への
送信には接続先が固定されたLGWANを用いており、データは暗号化をしているため情報漏えいや
紛失のリスクが軽減されている。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）から公的年金支払者にDVDによる提供の場合には、一般社団
法人地方税電子化協議会と公的年金支払者の間で交わされている覚書により、提供方法が定められ
ている。
＜国税庁、他市区町村＞
・国税連携システム（eLTAX）において特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決め
られた機能以外での提供は行うことができず、提供先として国税庁及び市区町村以外を設定するこ
とはできない仕様になっている。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）と市区町村間は接続先
が固定されたLGWAN、地方税ポータルセンタ（eLTAX）と国税庁間は専用回線を用いており、
データも暗号化をしているため情報漏えいや紛失のリスクが軽減されている。
・国税連携システム（eLTAX）では、特定個人情報の提供は、番号法施行規則第20条第2号の規定
に基づき、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に
従って行っている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

　盗難を防ぐために、特定個人情報を含む帳票類及び記憶媒体は事務室内
の施錠ができる場所に保管しています。
　課内にあるPCはセキュリティーワイヤーを用いて設置しています。
　サーバは認定委託先事業者により管理されています。

　盗難を防ぐために、特定個人情報を含む帳票類及び記憶媒体は事務室内の施
錠ができる場所に保管している。
　課内にあるPCはセキュリティーワイヤーを用いて設置している。
　サーバは認定委託先事業者により管理されている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを
通じた提供を除く。）
リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提
供・移転してしまうリスク
リスクに対する措置の内容

＜本人又は本人の代理人、給与支払者＞
　審査システム（eLTAX）において、特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決
められた機能以外での提供は行うことができないため、決められた情報のみ提供します。ま
た、提供処理の際にシステムに格納するデータには利用者IDがあり、それにより提供先が設
定されることで、提供先以外の者が入手することを防止しています。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　審査システム（eLTAX）において、特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは決
められた機能以外での提供は行うことができないため、決められた情報のみ提供します。ま
た、提供処理の際にシステムに格納するデータには特別徴収義務者コードがあり、それによ
り提供先が設定されることで、提供先以外の者が入手することを防止しています。
また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からＤＶＤで提供する公的年金等支払者との間は、
地方税ポータルセンタ（eLTAX）が提供情報をＤＶＤに記録の上、セキュリティ便により提
供しています。
＜国税庁、他市区町村＞
　国税連携システムで提供する電子データについては、番号法施行規則第２０条第２号の規
定に基づく、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める
基準に従って行うこととします。
　本市と国税庁との間の情報連携については、提供先として国税庁及び市区町村以外を設定
することはできない仕様になっています。本市から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは
閉域網であるＬＧＷＡＮが利用され、暗号化通信がされています。地方税ポータルセンタ
（eLTAX）から国税庁までは、専用回線が利用され、暗号化通信がされており、決められた
情報のみを提供するようにシステム的に担保しています。
　なお、他市区町村との間の情報連携については、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から他
市区町村までは、閉域網であるＬＧＷＡＮが利用されているほかは、同様です。

＜本人又は本人の代理人、給与支払者＞
　電子申告等システム（eLTAX）において、特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは
決められた機能以外での提供は行うことができないため、決められた情報のみ提供する。また、提
供処理の際にシステムに格納するデータには利用者IDがあり、それにより提供先が設定されるこ
とで、提供先以外の者が入手することを防止している。
＜公的年金等支払者（日本年金機構、地方公務員共済組合等）＞
　電子申告等システム（eLTAX）において、特定個人情報の提供処理を行う場合、システムでは
決められた機能以外での提供は行うことができないため、決められた情報のみ提供します。また、
提供処理の際にシステムに格納するデータには特別徴収義務者コードがあり、それにより提供先が
設定されることで、提供先以外の者が入手することを防止している。
また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からＤＶＤで提供する公的年金等支払者との間は、地方
税ポータルセンタ（eLTAX）が提供情報をＤＶＤに記録の上、セキュリティ便により提供してい
る。
＜国税庁、他市区町村＞
　国税連携システムで提供する電子データについては、番号法施行規則第２０条第２号の規定に基
づく、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基準に従って
行うこととする。
　本市と国税庁との間の情報連携については、提供先として国税庁及び市区町村以外を設定するこ
とはできない仕様になっている。本市から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは閉域網である
ＬＧＷＡＮが利用され、暗号化通信がされている。地方税ポータルセンタ（eLTAX）から国税庁
までは、専用回線が利用され、暗号化通信がされており、決められた情報のみを提供するようにシ
ステム的に担保している。
　なお、他市区町村との間の情報連携については、地方税ポータルセンタ（eLTAX）から他市区
町村までは、閉域網であるＬＧＷＡＮが利用されているほかは、同様である。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、関係各所
が横須賀市に対して配信したデータのみ受信できる仕組みとなっていま
す。当該データは、その条件下で配信されたデータの複製です。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書は定型のレイアウ
トがあり、記載内容以外のデータは作成されません。また外部のネット
ワークには繋がっていません。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等は定型のレイ
アウトがあり、記載内容以外のデータは作成されません。また外部のネッ
トワークには繋がっていません。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、関係各所が横
須賀市に対して配信したデータのみ受信できる仕組みとなっている。当該デー
タは、その条件下で配信されたデータの複製である。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書は定型のレイアウトが
あり、記載内容以外のデータは作成されない。また外部のネットワークには繋
がっていない。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等は定型のレイアウ
トがあり、記載内容以外のデータは作成されない。また外部のネットワークに
は繋がっていない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：関係各所が横須賀市に対して配信
したデータのみ受信できる仕組みとなっています。当該データは、その条
件下で配信されたデータの複製です。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書のイメージ画像
データのため、その対象者以外のデータは作成されません。また外部の
ネットワークには繋がっていません。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等のイメージ画
像データのため、その対象者以外のデータは作成されません。また外部の
ネットワークには繋がっていません。

・eLTAXデータバックアップファイル：関係各所が横須賀市に対して配信した
データのみ受信できる仕組みとなっている。当該データは、その条件下で配信
されたデータの複製である。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書のイメージ画像データ
のため、その対象者以外のデータは作成されない。また外部のネットワークに
は繋がっていない。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等のイメージ画像
データのため、その対象者以外のデータは作成されない。また外部のネット
ワークには繋がっていない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順
手順の内容

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアによる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情
報の消去又は電子情報を 復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、電子情報の消去および物理的破壊の両方の措置をしま
す。
　保存年限を経過した帳票は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法
により処分します。

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアによる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消去
又は電子情報を 復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行う。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、電
子情報の消去および物理的破壊の両方の措置をする。
　保存年限を経過した帳票は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法によ
り処分する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管します。 　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないた
め、生存する個人の個人番号と同様の管理を行います。

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないため、生
存する個人の個人番号と同様の管理を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（５）eLTAX・国税連携システムファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

　特定個人情報は、セキュリティワイヤーを用いて設置した、一般回線に
接続していない専用PCの所定のフォルダに保存しています。
　コンピュータウイルス対策ソフトウェアを導入し、毎月更新していま
す。

　特定個人情報は、セキュリティワイヤーを用いて設置した、一般回線に接続
していない専用PCの所定のフォルダに保存している。
　コンピュータウイルス対策ソフトウェアを導入し、毎月更新している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、横須賀市
を送付先としている電子データを専用回線を介して受信しています。当該
データはその複製です。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書は定型のレイアウ
トがあり、記載内容以外のデータは作成されません。また外部のネット
ワークには繋がっていません。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等は定型のレイ
アウトがあり、記載内容以外のデータは作成されません。また外部のネッ
トワークには繋がっていません。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、横須賀市を送
付先としている電子データを専用回線を介して受信している。当該データはそ
の複製である。
・納税通知書データバックアップファイル：納税通知書は定型のレイアウトが
あり、記載内容以外のデータは作成されない。また外部のネットワークには繋
がっていない。
・督促状等データバックアップファイル：督促状、催告書等は定型のレイアウ
トがあり、記載内容以外のデータは作成されない。また外部のネットワークに
は繋がっていない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
入手の際の本人確認の措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、本人より
直接データを入手するのではなく、関係各所が受理、民間企業が作成（証
明）したデータを横須賀市が受信します。当該データはその複製です。
・納税通知書データバックアップファイル：本人より直接データを入手す
るのではなく、横須賀市や関係各所が受理、民間企業が作成（証明）した
データを基に作成されます。
・督促状等データバックアップファイル：本人より直接データを入手する
のではなく、滞納システムの滞納者データを基に作成されます。当該デー
タはその複製です。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、本人より直接
データを入手するのではなく、関係各所が受理、民間企業が作成（証明）した
データを横須賀市が受信する。当該データはその複製である。
・納税通知書データバックアップファイル：本人より直接データを入手するの
ではなく、横須賀市や関係各所が受理、民間企業が作成（証明）したデータを
基に作成する。
・督促状等データバックアップファイル：本人より直接データを入手するので
はなく、滞納システムの滞納者データを基に作成する。当該データはその複製
である。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
宛名システム等における措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムは対象データを
送受信するための専用回線のみ接続されており、その他のシステムとは接
続されていません。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保
存されている端末は外部のネットワークと接続していません。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムは対象データを送受
信するための専用回線のみ接続されており、その他のシステムとは接続されて
いない。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保存さ
れている端末は外部のネットワークと接続していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、対象デー
タを送受信するための専用回線を介して、公的機関や認証を受けた民間企
業よりデータを受信します。当該データはその複製です。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保
存されている端末は外部のネットワークと接続していません。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、対象データを
送受信するための専用回線を介して、公的機関や認証を受けた民間企業より
データを受信する。当該データはその複製である。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保存さ
れている端末は外部のネットワークと接続していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
特定個人情報の正確性確保の措置の内容

　内容に関して疑義がある場合は、提出先や本人に確認します。 　内容に関して疑義がある場合は、提出先や本人に確認する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行わ
れるリスク
事務で使用するその他のシステムにおける措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムは対象データを
送受信するための専用回線のみ接続されており、その他のシステムとは接
続されていません。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保
存されている端末は外部のネットワークと接続していません。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムは対象データを送受
信するための専用回線のみ接続されており、その他のシステムとは接続されて
いない。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：当該ファイルが保存さ
れている端末は外部のネットワークと接続していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法

　フォルダもしくはハードディスクのパスワードは定期的に変更してお
り、アクセス権限を適正に管理しています。

　フォルダもしくはハードディスクのパスワードは定期的に変更しており、ア
クセス権限を適正に管理している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行います。 　異動や退職に伴う権限の見直しについて速やかに行う。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理
具体的な管理方法

　システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによ
る識別とパスワードによる認証を実施します。この際に、ユーザごとに利
用可能な機能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組み
とします。
　ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止し
ています。

　システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによる識
別とパスワードによる認証を実施する。この際に、ユーザごとに利用可能な機
能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組みである。
　ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止してい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
個人番号の真正性確認の措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、本人より
直接データを入手するのではなく、関係各所が受理、作成（証明）した
データを横須賀市が受信します。当該データはその複製です。
・納税通知書データバックアップファイル：本人より直接データを入手す
るのではなく、横須賀市や関係各所が受理、民間企業が作成（証明）した
データを基に作成されます。
・督促状等データバックアップファイル：本人より直接データを入手する
のではなく、滞納システムの滞納者データを基に作成されます。当該デー
タはその複製です。

・eLTAXデータバックアップファイル：eLTAXシステムにて、本人より直接
データを入手するのではなく、関係各所が受理、作成（証明）したデータを横
須賀市が受信する。当該データはその複製である。
・納税通知書データバックアップファイル：本人より直接データを入手するの
ではなく、横須賀市や関係各所が受理、民間企業が作成（証明）したデータを
基に作成する。
・督促状等データバックアップファイル：本人より直接データを入手するので
はなく、滞納システムの滞納者データを基に作成する。当該データはその複製
である。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理
具体的な管理方法



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順
手順の内容

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
その他の措置の内容

　ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとし
ています。

　ログインしたまま端末を放置せず、離席時にはログアウトすることとしてい
る。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録
具体的な管理方法

　端末内に記録ファイルを作成し、日付、担当者名、目的を記録します。 　端末内に記録ファイルを作成し、日付、担当者名、目的を記録する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないた
め、生存する個人の個人番号と同様の管理を行います。

　死者の個人番号と生存する個人の個人番号を分けて管理していないため、生
存する個人の個人番号と同様の管理を行う。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専
用回線のみ接続しています。また、パスワードを設定し、限られた職員の
みアクセスできるようにしています。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワー
クには接続していません。また、パスワードを設定し、限られた職員のみ
アクセスできるようにしています。

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専用回
線のみ接続している。また、パスワードを設定し、限られた職員のみアクセス
できるようにしている。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワークに
は接続していない。また、パスワードを設定し、限られた職員のみアクセスで
きるようにしている。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

　盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠がで
きる場所に保管しています。
　課内にあるPCはセキュリティーワイヤーを用いて設置しています。
　サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラ
で録画しています。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専
用回線以外とは接続されていません。また、許可されたUSBメモリ等の外
部記憶媒体以外は接続できません。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワー
クには接続していません。

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専用回
線以外とは接続されていない。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体
以外は接続できない。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワークに
は接続していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク
リスクに対する措置の内容

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専
用回線以外とは接続されていません。また、許可されたUSBメモリ等の外
部記憶媒体以外は接続できません。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワー
クには接続していません。

・eLTAXデータバックアップファイル：対象データを送受信するための専用回
線以外とは接続されていない。また、許可されたUSBメモリ等の外部記憶媒体
以外は接続できない。
・納税通知書、督促状等データバックアップファイル：外部のネットワークに
は接続していない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管します。 　当該データは更新する情報ではないため、そのまま保管する。 事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

　盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠ができる
場所に保管している。
　課内にあるPCはセキュリティーワイヤーを用いて設置している。
　サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラで録
画している。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅲ リスク対策（プロセス）
（６）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
①自己点検
具体的なチェック方法

＜横須賀市における措置＞
　年に１回、担当部署内において実施している自己点検を継続し、「評価
書の記載内容どおりの運用がなされていること」をふまえ運用状況を確認
します。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる
職員及び事業者に対し、定期的に自己点検を実施することとしています。

＜国税連携システム（eLTAX）における措置＞
　「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の
技術の利用における安全性及び信頼性を確保するために必要な事項に関す
る基準（平成25年総務省告示第206号）」の達成状況について、自己評価
を実施しています。＜横須賀市における措置＞
　年に１回、担当部署内において実施している自己点検を継続し、「評価
書の記載内容どおりの運用がなされていること」をふまえ運用状況を確認
します。

＜横須賀市における措置＞
　年に１回、担当部署内において実施している自己点検を継続し、「評価書の
記載内容どおりの運用がなされていること」をふまえ運用状況を確認する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員
及び事業者に対し、定期的に自己点検を実施することとしている。

＜国税連携システム（eLTAX）における措置＞
　「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の技術
の利用における安全性及び信頼性を確保するために必要な事項に関する基準
（平成25年総務省告示第206号）」の達成状況について、自己評価を実施して
いる。＜横須賀市における措置＞
　年に１回、担当部署内において実施している自己点検を継続し、「評価書の
記載内容どおりの運用がなされていること」をふまえ運用状況を確認する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアによる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情
報の消去又は電子情報を 復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、電子情報の消去および物理的破壊の両方の措置をしま
す。
　保存年限を経過した帳票は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法
により処分します。

　媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアによる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消去
又は電子情報を 復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行う。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、電
子情報の消去および物理的破壊の両方の措置を行う。
　保存年限を経過した帳票は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法によ
り処分する。
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Ⅴ　開示請求、問合せ
２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ
②対応方法

　問合せ等については、電話や窓口にて受付を行い、全て記録を残した上
で回答を要するものについては口頭又は文書にて回答をします。

　問合せ等については、電話や窓口にて受付を行い、全て記録を残した上で回
答を要するものについては口頭又は文書にて回答する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅳ　その他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備
環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運
用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実現します。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境
による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシの高い運
用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者によ
る均一的で安定したシステム運用・監視を実現する。

事後
文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅳ　その他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発
従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

＜横須賀市における措置＞
　・関係する職員（非常勤職員及び臨時職員を含む。）に対して、初任時
及び一定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施していま
す。
　・税務職員の各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を
習得させる研修を実施しています。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、セキュリティ研修等を実施することとしています。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等につ
いて研修を行うこととしています。

＜審査システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）における措
置＞
　地方税共同機構において、毎年度、セキュリティ研修会を実施し、運用
に携わる地方自治体職員を参加させています。

＜横須賀市における措置＞
　・関係する職員（非常勤職員及び臨時職員を含む。）に対して、初任時及び
一定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施している。
　・税務職員の各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を習得
させる研修を実施している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セ
キュリティ研修等を実施することとしている。
・中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について
研修を行うこととしている。

＜電子申告等システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）における
措置＞
　地方税共同機構において、毎年度、セキュリティ研修会を実施し、運用に携
わる地方自治体職員を参加させている。

事後

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求
②請求方法

　横須賀市個人情報保護条例に基づく保有個人情報開示等請求を受け付け
ます。

個人情報の保護に関する法律に基づく保有個人情報開示等請求を受け付けま
す。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求
③手数料等

・開示手数料：無料。ただし、開示の実施における写しの交付について
は、実費の範囲において費用をいただきます。

・開示手数料：無料。ただし、開示の実施における写しの交付については、実
費の範囲において費用が発生する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

文言整理による記載の変更の
ため、重要な変更にあたらな
い。

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
②監査
具体的な内容

＜横須賀市における措置＞
　・内部監査
　年に1回、組織内に置かれた監査担当により、以下の観点による自己監
査を実施し、監査結果をふまえて体制や規定を改善します。

　・評価書記載事項と運用実態のチェック
　・個人情報保護に関する規定、体制整備
　・個人情報保護に関する人的安全管理措置
　・職員の役割責任の明確化、安全管理措置の周知・教育
　・個人情報保護に関する技術的安全管理措置

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期
的に監査を行うこととしています。

＜審査システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）における措
置＞
　毎年度、地方税共同機構による情報セキュリティ監査が実施されていま
す。
　なお、地方税共同機構が運営する地方税ポータルセンタ（eLTAX）につ
いては、地方税共同機構において、毎年度、情報セキュリティ監査（外部
監査）を実施しています。

＜横須賀市における措置＞
　・内部監査
　年に1回、組織内に置かれた監査担当により、以下の観点による自己監査を
実施し、監査結果をふまえて体制や規定を改善する。

　・評価書記載事項と運用実態のチェック
　・個人情報保護に関する規定、体制整備
　・個人情報保護に関する人的安全管理措置
　・職員の役割責任の明確化、安全管理措置の周知・教育
　・個人情報保護に関する技術的安全管理措置

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に
監査を行うこととしている。

＜電子申告等システム（eLTAX）及び国税連携システム（eLTAX）における
措置＞
　毎年度、地方税共同機構による情報セキュリティ監査が実施されている。
　なお、地方税共同機構が運営する地方税ポータルセンタ（eLTAX）について
は、地方税共同機構において、毎年度、情報セキュリティ監査（外部監査）を
実施している。

Ⅰ基本情報
１.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務システム
②事務の内容

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税のうち市
税（個人市民税と併せて徴収する個人県民税及び森林環境税及び森林環境譲与税に関する法
律による森林環境税を含む。以下同じ）に関する事務全体は以下のとおりである。
１　納税義務者等からの申告・届出等や調査による課税事務
２　納税義務者等からの納税の管理、納税義務者への還付等を行う収納事務
３　期限内に納付がない者への督促状等発送や滞納整理を行う滞納整理事務
４　納税義務者等の宛名管理事務

　特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容は以下のとおりである。
１　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保険者、企業、
他自治体
　　から申告、届出情報を取得する。
２　納税義務者等からの情報により、控除、減免等を確認する。
３　２について、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（以下「番号法」という。）第19条第８号及び番号法第19条第８号に基づく利用特定個人情
報の提供に関する命令（令和6年5月24日デジタル庁・総務省令第9号。以下「情報提供主務
省令」という。）に基づき、障害者情報や生活保護情報等を情報提供ネットワーク経由で入
手し、減免等を確認する。
４　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
５　１～３により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知する。
６　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認する。
７　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
８　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
９　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
１０　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応じた証明書を
発行する。
１１　健康保険システムに所得情報を提供する。また、健康保険料情報に基づき、社会保険
料控除を

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例による地方税のうち市税（個
人市民税と併せて徴収する個人県民税及び森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律による森林
環境税を含む。以下同じ）に関する事務全体は以下のとおりである。
１　納税義務者等からの申告・届出等や調査による課税事務
２　納税義務者等からの納税の管理、納税義務者への還付等を行う収納事務
３　期限内に納付がない者への督促状等発送や滞納整理を行う滞納整理事務
４　納税義務者等の宛名管理事務

　特定個人情報ファイルを使用して実施する事務の内容は以下のとおりである。
１　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保険者、企業、他自治
体
　　から申告、届出情報を取得する。
２　納税義務者等からの情報により、控除、減免等を確認する。
３　２について、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下
「番号法」という。）第19条第８号及び番号法第19条第８号に基づく利用特定個人情報の提供に
関する命令（令和6年5月24日デジタル庁・総務省令第9号。以下「情報提供主務省令」という。）
に基づき、障害者情報や生活保護情報等を情報提供ネットワーク経由で入手し、減免等を確認す
る。
４　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
５　１～３により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知する。
６　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認する。
７　公金受取口座情報を入手する。
８　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
９　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
１０　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
１１　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応じた証明書を発行す
る。
１２　後期高齢システムに所得情報を提供する。また、後期高齢者医療情報に基づき、社会保険料

事前 重要な変更



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム６
①システムの名称

　電子申告等システム（eLTAX） 　サービス検索・電子申請機能 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[  ] 既存住民基本台帳システム
[  ] 宛名システム等
[  ] 税務システム
[  ] その他（　　　　　　　　　　）

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[○] 宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（中間サーバー・プラットフォーム）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム５
③他のシステムとの接続

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[○] 宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（中間サーバー・プラットフォーム）

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[○]宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（中間サーバー・プラットフォーム）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム４
①システムの名称

　家屋評価計算システム 　電子申告等システム（eLTAX） 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム４
②システムの機能

・家屋評価計算機能
固定資産評価基準に基づき家屋の評価計算を行う。

　・地方税ポータルシステム（eLTAX）は、納税者の利便性の向上を図るとともに、税務事務の
高度化及び効率化に寄与するため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、
平成17年１月から運用が開始されたシステムである。
・このシステムは、固定資産税（償却資産）、事業所税の申告、給与支払報告書等の提出、各種申
請・届出について、書面に代えてインターネットを通じて手続が行えるものである。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付した電子データは、総合行政ネットワーク（LGWAN）
を通じ、電子申告等システム（eLTAX）で受領する。
・電子申告等システム（eLTAX）は、媒体を介して税務システムとデータを連携している。
①電子申告等システム（eLTAX）から税務システムへの連携：申告データ、利用届出データ、申
請・届出データ等
②税務システムから電子申告等システム（eLTAX）への連携：プレ申告データ、特別徴収税額通
知データ等
・電子申告等システム（eLTAX）には、以下の機能がある。
①個人住民税：給与・公的年金等の支払をする者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じ
て、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、給与所得及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務者、納税義務
者及び年金保険者に送付する。また、自治体間で寄附金税額控除に係る申告特例通知の送受信を行
う。
②固定資産税（償却資産）：償却資産の所有者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じ
て、償却資産申告書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、あらかじ
め所有者名等を入力したプレ申告書を、償却資産の所有者に送付する。
③事業所税：事業所税の納税義務者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、事業所税
の申告書等を受領する。
※　令和元年１０月１日から稼働した地方税共通納税システムにおいては、特定個人情報の取り扱
わないため、電子申告等システムから地方税共通納税システムは除くものとする。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム４
③他のシステムとの接続

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[  ] 既存住民基本台帳システム
[  ] 宛名システム等
[  ] 税務システム
[  ] その他（　　　　　　　　　　）

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[  ]宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（中間サーバー・プラットフォーム）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム５
①システムの名称

　団体内統合利用番号連携システム 　国税連携システム（eLTAX） 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム５
②システムの機能

　団体内統合利用番号と既存業務システムの宛名番号とのひも付けを行
い、既存業務システムと中間サーバー・プラットフォームとの間で特定個
人情報の連携を行う。

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を通じた税務事務の一層の効率
化を図るため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、
平成23年1月から運用が開始されたシステムである。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等データ及び国税当局に書面で申
告された所得税申告書等データが総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ送
付される。
・国税連携システム（eLTAX）には以下の機能がある。
①国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税申告書等
データ、法定調書（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）データを受領
する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等デー
タを国税庁に送付する。
②他自治体と所得税申告書等データ、住民登録外課税通知を送受信する。ま
た、回送資料を送受信する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム３
①システムの名称

　GISシステム 　団体内統合利用番号連携システム 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム３
②システムの機能

・地図情報管理機能
固定資産（土地）の地図情報（個人番号を含まない。）を航空写真・都市
計画基本図等とあわせて管理する。

　団体内統合利用番号と既存業務システムの宛名番号とのひも付けを行い、既
存業務システムと中間サーバー・プラットフォームとの間で特定個人情報の連
携を行う。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム３
③他のシステムとの接続



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム６
②システムの機能

　・地方税ポータルシステム（eLTAX）は、納税者の利便性の向上を図るとともに、税務事
務の高度化及び効率化に寄与するため、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステ
ムであり、平成17年１月から運用が開始されたシステムである。
・このシステムは、固定資産税（償却資産）、事業所税の申告、給与支払報告書等の提出、
各種申請・届出について、書面に代えてインターネットを通じて手続が行えるものである。
・地方税ポータルセンタ（eLTAX）で受付した電子データは、総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ、電子申告等システム（eLTAX）で受領する。
・電子申告等システム（eLTAX）は、媒体を介して税務システムとデータを連携している。
①電子申告等システム（eLTAX）から税務システムへの連携：申告データ、利用届出デー
タ、申請・届出データ等
②税務システムから電子申告等システム（eLTAX）への連携：プレ申告データ、特別徴収税
額通知データ等
・電子申告等システム（eLTAX）には、以下の機能がある。
①個人住民税：給与・公的年金等の支払をする者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を
通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領する。また、地方税ポータルセン
タ（eLTAX）を通じて、給与所得及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務者、納
税義務者及び年金保険者に送付する。また、自治体間で寄附金税額控除に係る申告特例通知
の送受信を行う。
②固定資産税（償却資産）：償却資産の所有者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通
じて、償却資産申告書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、あ
らかじめ所有者名等を入力したプレ申告書を、償却資産の所有者に送付する。
③事業所税：事業所税の納税義務者から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、事業
所税の申告書等を受領する。
※　令和元年１０月１日から稼働した地方税共通納税システムにおいては、特定個人情報の
取り扱わないため、電子申告等システムから地方税共通納税システムは除くものとする。

・【住民向け機能】自らが受けることができるサービスをオンラインで検索及
び申請ができる機能
・【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面
又は機能を地方公共団体に公
開する機能

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム６
③他のシステムとの接続

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[○] 既存住民基本台帳システム
[  ]宛名システム等
[○] 税務システム
[○] その他（地方税ポータルセンタ（eLTAX））

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[  ] 既存住民基本台帳システム
[  ]宛名システム等
[  ] 税務システム
[  ] その他（　）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム７
①システムの名称

　国税連携システム（eLTAX） ※システム5　①システムの名称に移動 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム７
②システムの機能

・国税連携システム（eLTAX）は、国及び地方を通じた税務事務の一層の効率化を図るた
め、一般社団法人地方税電子化協議会が構築したシステムであり、平成23年1月から運用が
開始されたシステムである。
・国税庁のe-Taxに申告された所得税申告書等データ及び国税当局に書面で申告された所得
税申告書等データが総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ送付される。
・国税連携システム（eLTAX）には以下の機能がある。
①国税庁から、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税申告書等データ、法定調
書（配当・報酬資料せん、年金・給与資料せん）データを受領する。また、地方税ポータル
センタ（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等データを国税庁に送付する。
②他自治体と所得税申告書等データ、住民登録外課税通知を送受信する。また、回送資料を
送受信する。

※システム5　②システムの機能に移動 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
２.　特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム
システム７
③他のシステムとの接続

[  ] 情報提供ネットワークシステム
[  ] 庁内連携システム
[  ] 住民基本台帳ネットワークシステム
[  ] 既存住民基本台帳システム
[  ]宛名システム等
[  ] 税務システム
[○] その他（地方税ポータルセンタ（eLTAX））

※システム5　③他のシステムとの接続に移動 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ基本情報
３.　特定個人情報ファイル名

（１）税務関係システムファイル　（２）ＧＩＳシステムファイル
（３）家屋評価計算システムファイル　（４）eLTAX・国税連携システム
ファイル　（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファ
イル

（１）税務関係システムファイル　（２）eLTAX・国税連携システムファイル
（３）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ３．特定個人情報の入手・使用
②入手方法

[ 〇 ] 紙
[ 〇 ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
[  ] フラッシュメモリ
[  ] 電子メール
[  ]専用線
[ 〇 ] 庁内連携システム
[ 〇 ]  情報提供ネットワークシステム
[  ]  その他（　　　　　　　　）

[ 〇 ] 紙
[ 〇 ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
[  ] フラッシュメモリ
[  ] 電子メール
[  ]専用線
[ 〇 ] 庁内連携システム
[ 〇 ]  情報提供ネットワークシステム
[ 〇 ]    その他（サービス検索・電子申請機能）

事前 重要な変更

（別添1）事務内容 ※　サービス検索・電子申請機能の事務フローを新規追加 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

（別添1）事務内容
（備考）

①　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保険者、企業、
他自治体から申告情報を取得する。
②　納税義務者からの情報により、控除、減免等を確認する。
③　②について、障害者情報や生活保護情報等を情報提供ネットワーク経由で入手し、減免
等を確認する。
④　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
⑤　①～③により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知する。
⑥　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認する。
⑦　公金受取口座情報を入手する。
⑧　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
⑨　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
⑩　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
⑪　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応じた証明書を発
行する。
⑫　健康保険システムに所得情報を提供する。また、健康保険料情報に基づき、社会保険料
控除を算出する。
⑬　各業務情報に基づき、障害者控除の算出、社会保険料控除の算出、非課税者の抽出、減
免額及び控除額の算出を行う。
⑭　各業務からの照会に応じ、地方税関係情報を提供する。

①　納税義務者からの申告や届出を受け付け確認する。また、税務署、年金保険者、企業、他自治
体から申告情報を取得する。
②　納税義務者からの情報により、控除、減免等を確認する。
③　②について、障害者情報や生活保護情報等を情報提供ネットワーク経由で入手し、減免等を確
認する。
④　個人住民税における所得情報を情報提供ネットワーク経由で提供する。
⑤　①～③により決定した賦課内容を納税義務者や年金保険者、企業へ通知する。
⑥　納税義務者の納付（納入）情報を金融機関からの領収済通知書により確認する。
⑦　公金受取口座情報を入手する。
⑧　過納付や誤納付があった場合は、納税義務者へ還付、充当を通知する。
⑨　納期限までに完納しない場合は、納税義務者に対して督促状を発送する。
⑩　督促後も完納しない場合は、滞納整理を行う。
⑪　納税義務者等から税に関する各種証明の申請があった場合は、申請に応じた証明書を発行す
る。
⑫　後期高齢システムに所得情報を提供する。また、後期高齢者医療情報に基づき、社会保険料控
除を算出する。
⑬　各業務情報に基づき、障害者控除の算出、社会保険料控除の算出、非課税者の抽出、減免額及
び控除額の算出を行う。
⑭　各業務からの照会に応じ、地方税関係情報を提供する。
⑮　サービス検索・電子申請機能を参照し、手動で賦課システムに入力を行う。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横
須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情
報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

　個人情報の保護に関する法律等施行取扱規則第６条に基づく届出書を閲覧す
ることにより確認できる。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項4　軽自動車税申告書の仕分け・発送業務
⑤委託先名の確認方法

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項5
⑥委託先名

株式会社アイヴィジット 株式会社アウトソーシングトータルサポート 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横
須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情
報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

　個人情報の保護に関する法律等施行取扱規則第６条に基づく届出書を閲覧す
ることにより確認できる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項5　市税納付推進センター業務委託
⑤委託先名の確認方法

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項1　税システム運用・保守・改修委託
⑤委託先名の確認方法

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横
須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情
報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

　個人情報の保護に関する法律等施行取扱規則第６条に基づく届出書を閲覧す
ることにより確認できる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項2　データエントリー業務
⑤委託先名の確認方法

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横
須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情
報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

　個人情報の保護に関する法律等施行取扱規則第６条に基づく届出書を閲覧す
ることにより確認できる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項3　納税通知書等印字・封入封かん業務委託
⑤委託先名の確認方法

　個人情報の保護に関する法律第75条に基づく個人情報ファイル簿及び横
須賀市個人情報の保護に関する法律施行条例第3条第７項に基づく個人情
報取扱事務登録簿の閲覧により確認することができる。

　個人情報の保護に関する法律等施行取扱規則第６条に基づく届出書を閲覧す
ることにより確認できる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託の有無

5件 7件 事前 重要な変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項5
④委託先への特定個人情報ファイルの提供方法

[  ] 専用線
[  ] 電子メール
[ 〇 ]  電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
[  ] フラッシュメモリ
[  ] 紙
[ 〇 ]  その他（　税務システムのオンライン画面を参照する。　）

[  ] 専用線
[  ] 電子メール
[  ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
[ 〇 ]  フラッシュメモリ
[  ] 紙
[ 〇 ]  その他（　税務システムのオンライン画面を参照する。　）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱファイルの概要
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項６　市民税課税務業務委託

※委託事項6　市民税課税務業務委託　新規追加 事前 重要な変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
①保管場所　　＜横須賀市における措置＞

＜横須賀市における措置＞
　横須賀市施設内の生体認証により入退室管理を行っている部屋に設置さ
れたサーバー内に保管する。サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードに
よる認証が必要となる。

＜横須賀市における措置＞
・関係者以外立ち入り禁止等を表示している。
・職員については、名札を着用している。
・サーバー内のデータへのアクセスはID・パスワードによる認証が必要。
・紙媒体については、鍵付きキャビネットで保管し、退庁時に施錠している。
・端末については、盗難防止具（鍵付チェーン等）の使用または鍵付キャビ
ネットへの保管を行っている。

事後
記載内容の見直しに伴う修
正。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
③消去方法　　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるた
め、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が
特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォーム
の保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。なお、特
定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両方の措置をする。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通
常、中間サーバー･プラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者が
特定個人情報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナン
ス等によりディスクやハード等を交換する際は、クラウドサービス事業者にお
いて、政府情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。
さらに、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウドサー
ビス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理的破壊が行われてい
ることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム
機構及び中間サーバー・プラットフォームの事業者において、保存された情報
が読み出しできないよう、データセンターに設置しているディスクやハード等
を物理的破壊により完全に消去する。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
①保管場所　　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞

　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに設置しており、
データセンターへの入館及びサーバー室への入室を厳重に管理する。
・特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存する。

　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリ
ティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセ
キュリティ対策はクラウドサービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されてい
るほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する
中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップもデータベース上に
保存される。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
①保管場所　　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセ
キュリティ対策はクラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAP
のリストに登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ管理策が
適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベー
スに保存され、バックアップも日本国内に設置された複数のデータセンターの
うち本番環境とは別のデータセンター内に保存される。

事前 重要な変更

Ⅱファイルの概要
４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託
委託事項7　相続人調査等業務委託

※委託事項7　相続人調査等業務委託　新規追加 事前 重要な変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
③消去方法　　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公
共団体の業務データは国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセ
スが制御されているため特定個人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等に
より交換する際にデータの復元がなされないよう、クラウド事業者において、
NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境
からガバメントクラウドへ移行することになるが、移行に際しては、データ抽
出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を
実施する。

事前 重要な変更



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー
間通信に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを
防止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報
照会機能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽
減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作
や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する
際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できな
い仕組みになっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものと
なっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、
漏えい・紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離する
とともに、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運
用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー間通信
に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施する
ため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止す
る仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウ
トを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送
信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みに
なっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを
維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい・紛失
のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するととも
に、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監
視・障害対応等、クラウドサービス事業者の業務は、クラウドサービスの提供であり、業務上、特
定個人情報へはアクセスすることはできない。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー
間通信に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを
防止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報
照会機能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽
減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作
や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する
際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できな
い仕組みになっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものと
なっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、
漏えい・紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離する
とともに、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運
用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー間通信
に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施する
ため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止す
る仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウ
トを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送
信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みに
なっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを
維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい・紛失
のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するととも
に、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監
視・障害対応等、クラウドサービス事業者の業務は、クラウドサービスの提供であり、業務上、特
定個人情報へはアクセスすることはできない。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー
間通信に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを
防止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報
照会機能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽
減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作
や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する
際、送信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できな
い仕組みになっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものと
なっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、
漏えい・紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離する
とともに、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運
用、監視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

＜税務関係システムにおける措置＞
　中間サーバと税務関係システム間の連携は、ＬＧＷＡＮ、庁内ネットワーク及びサーバー間通信
に限定されるため、安全が確保されている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施する
ため、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止す
る仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能ではログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウ
トを実施した職員、時刻操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送
信する特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みに
なっている。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを
維持した行政専用ネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい・紛失
のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはＶＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するととも
に、通信を暗号化することで漏えい・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監
視・障害対応等、クラウドサービス事業者の業務は、クラウドサービスの提供であり、業務上、特
定個人情報へはアクセスすることはできない。

事前 重要な変更

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（１）税務関係システムファイル
６．個人情報の保管・消去
③消去方法

＜横須賀市における措置＞
・各税目毎にシステム内で保管期間が経過した特定個人情報について定期
的に消去処理を実行する。
・ディスク交換やハード更改等の際は、税システムの保守・運用を行う事
業者において、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は
専用ソフト等を利用して完全に消去する。なお、特定個人情報を記録した
媒体等を処分する場合は、両方の措置をする。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるた
め、通常、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者が
特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォーム
の保守・運用を行う事業者において、保存された情報が読み出しできない
よう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。なお、特
定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両方の措置をする。

＜横須賀市における措置＞
・各税目毎にシステム内で保管期間が経過した特定個人情報について定期的に消去処理を実行す
る。
・ディスク交換やハード更改等の際は、税システムの保守・運用を行う事業者において、保存され
た情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去する。なお、
特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合は、両方の措置をする。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー･
プ
ラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスク
やハー
ド等を交換する際は、クラウドサービス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ
評価制
度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。
さらに、第三者の監査機関が定期的に発行するレポートにより、クラウドサービス事業者におい
て、確実
にデータの暗号化消去及び物理的破壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サー
バー・
プラットフォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに
設置して
いるディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を

事前

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅱファイルの概要(eLTAX・国税連携用)
1.　特定個人情報ファイル名

（４）eLTAX・国税連携システムファイル （２）eLTAX・国税連携システムファイル 事前 重要な変更

Ⅱファイルの概要(eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファ
イル)
1.　特定個人情報ファイル名

（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル （３）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル 事前 重要な変更

Ⅱファイルの概要(GISシステムファイル)
1.　特定個人情報ファイル名

（２）GISシステムファイル ※削除 事前
見直し結果、特定個人情報に
あたらないため

Ⅱファイルの概要(家屋評価計算システムファイル)
1.　特定個人情報ファイル名

（３）家屋評価計算システムファイル ※削除 事前
見直し結果、特定個人情報に
あたらないため

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
 対象者以外の情報の入手を防止するための措置の内容

申請、届出等に際し、番号法施行規則の規定に基づいた厳格な本人確認
（番号確認及び身元確認）をすることで、対象者以外の情報の入手を防止
する。

・申請、届出等に際し、番号法施行規則の規定に基づいた厳格な本人確認（番
号確認及び身元確認）をすることで、対象者以外の情報の入手を防止する。
・マニュアルやweb上で個人番号の提出が必要な者の要件を明示・周知し、対
象以外の情報の入手を防止する。
・申請時に個人番号付電子申請データに電子証明書を付与することで、本人以
外のなりすましを防止する。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク１：　目的外の入手が行われるリスク
 必要な情報以外を入手することを防止するための措置の内容

申告書等は必要とされる情報以外記載できない書類様式としている。

・申告書等は必要とされる情報以外記載できない書類様式としている。
・住民がサービス検索・電子申請機能の画面の誘導に従いサービスを検索し申
請フォームを選択して必要情報を入力することとなるが、画面での誘導を簡潔
に行うことで、異なる手続に係る申請や不要な情報を送信してしまうリスクを
防止する。

事前 重要な変更

 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目
税システム変更に伴い、特定個人情報ファイル記録項目の内容を新しい税シス
テムの内容に変更。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク
リスクに対する措置の内容　＜中間サーバー･プラットフォームにおける措
置＞

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供されるリス
クに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスク
に対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者及びクラウ
ドサービス事業者においては、特定個人情報に係る業務にはアクセスがで
きないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理し
てる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高
度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク
等）を利用することにより、不適切な方法で提供されるリスクに対応してい
る。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線
を分離するとともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応し
ている。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者においては、特
定個人情報に係る業務にはアクセスができないよう管理を行い、不適切な方法
での情報提供を行えないよう管理している。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
６．情報提供ネットワークシステムとの接続
情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリス
クに対する措置

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間
は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信
回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保してい
る。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータ
ベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間
サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する
情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・
プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏えい等のリス
クを極小化している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高
度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク
等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線
を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベー
スを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、中間サーバー・
プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切ア
クセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者及びクラウドサービス事業者におけ
る情報漏えい等のリスクを極小化している。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク
 リスクに対する措置の内容

・住民からの申告等情報については、賦課の資料となる旨を説明した上で
取得することとしており、不適切に入手しない。
・申告書等は、横須賀市を送付先としており、詐取・奪取が行われない。
・システムへのアクセスについては、業務システム端末からの制限された
利用者による照会と登録のみとしており、それ以外の方法ではアクセスで
きない。

・住民からの申告等情報については、賦課の資料となる旨を説明した上で取得
することとしており、不適切に入手しない。
・申告書等は、横須賀市を送付先としており、詐取・奪取が行われない。
・システムへのアクセスについては、業務システム端末からの制限された利用
者による照会と登録のみとしており、それ以外の方法ではアクセスできない。
・住民がサービス検索・電子申請機能から個人番号付
電子申請データを送信するためには、個人番号カードの署名用電子証明書によ
る電子署名を付すこととなり、のちに署名検証も行われるため、本人からの情
報のみが送信される。
・サービス検索・電子申請機能の画面の誘導において住民に何の手続を探し電
子申請を行いたいのか理解してもらいながら操作をしていただき、たどり着い
た申請フォームが何のサービスにつながるものか明示することで、住民に過剰
な負担をかけることなく電子申請を実施いただけるよう措置を講じている。

事前 重要な変更



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の発効・失効の管理　具体的な管理方法

パスワードの発行とアクセス権限の付与
・税務システムを利用する所属において職務上、システム利用が必要と
なった職員について、情報システム担当課にパスワードを申請する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を付与する。
パスワードとアクセス権の失効
・税務システムを利用する所属において、異動や退職に伴い、システム利
用が不必要となった職員について、情報システム担当課にパスワード失効
の速やかに依頼する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を速やかに失効す
る。

パスワードの発行とアクセス権限の付与
・税務システムを利用する所属において職務上、システム利用が必要となった
職員について、情報システム担当課にパスワードを申請する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を付与する。
パスワードとアクセス権の失効
・税務システムを利用する所属において、異動や退職に伴い、システム利用が
不必要となった職員について、情報システム担当課にパスワード失効の速やか
に依頼する。
・税務担当課において、システム担当がアクセス権限を速やかに失効する。
・サービス検索・電子申請機能のアクセス権限の発効・失効については、以下
の管理を行う。
① 発効の管理
・アクセス権限が必要となった場合、ユーザーID管理者が事務に必要となる情
報にアクセスできるユーザーIDを発効する。
・ユーザーID管理者が各事務に必要となるアクセス権限の管理表を作成する。
・アクセス権限の付与を必要最低限とする。
② 失効の管理
定期的又は異動/退職等のイベントが発生したタイミングで、権限を有してい
た職員の異動/退職等情報を確認し、当該事由が生じた際には速やかにアクセ
ス権限を更新し、当該ユーザーIDを失効させる。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
アクセス権限の管理　具体的な管理方法

・アクセス権限に関しては1年1回以上、見直しを実施している。

・アクセス権限に関しては1年1回以上、見直しを実施している。
・定期的にユーザーID一覧をシステムより出力し、アクセス権限の管理表と突
合を行い、アクセス権限の確認及び不正利用の有無をユーザーID管理者が確認
を行う。また、不要となったユーザーIDやアクセス権限を速やかに変更又は削
除する。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
 入手の際の本人確認の措置の内容

・住民からの申告等情報については、個人番号カード、又は通知カードと
身分証明書の提示による等、法令等に定められた本人確認を実施する。
・郵送による提出等、記載済みの申告等情報については、記載されている
個人番号、宛名の基本4情報と本市で保有している当該情報を比較する。

・住民からの申告等情報については、個人番号カード、又は通知カードと身分
証明書の提示による等、法令等に定められた本人確認を実施する。
・郵送による提出等、記載済みの申告等情報については、記載されている個人
番号、宛名の基本4情報と本市で保有している当該情報を比較する。
・住民がサービス検索・電子申請機能から個人番号付電子申請データを送信す
るためには、個人番号カードの署名用電子証明書による電子署名を付すことと
なり、電子署名付与済の個人番号付電子申請データを受領した地方公共団体は
署名検証（有効性確認、改ざん検知等）を実施することとなる。これにより、
本人確認を実施する。

事前

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク
 特定個人情報の正確性確保の措置の内容

・上記の通り、入手の各段階で、本人確認とともに、特定個人情報の正確
性を確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、適宜、職権で修正することで、正確
性を確保している。

・上記の通り、入手の各段階で、本人確認とともに、特定個人情報の正確性を
確保している。
・職員にて収集した情報に基づいて、適宜、職権で修正することで、正確性を
確保している。
・個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号を申請フォームに自動転
記を行うことにより、不正確な個人番号の入力を抑止する措置を講じている。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を
除く。）
リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

・提出された申告書等は、鍵付きの部屋又は保管庫で保管している。
・委託業者との契約において、秘密保持の遵守に関する条項を明記して、
情報の漏えいを防止している。
・システム間は専用回線で接続されており、それ以外への接続はできない
システムとなっている。
・団体内統合利用番号連携システムは、中間サーバー・プラットフォーム
や各システムとの接続に専用回線を用いているため、外部に漏れない。

・提出された申告書等は、鍵付きの部屋又は保管庫で保管している。
・委託業者との契約において、秘密保持の遵守に関する条項を明記して、情報
の漏えいを防止している。
・システム間は専用回線で接続されており、それ以外への接続はできないシス
テムとなっている。
・団体内統合利用番号連携システムは、中間サーバー・プラットフォームや各
システムとの接続に専用回線を用いているため、外部に漏れない。
・サービス検索・電子申請機能と地方公共団体との間は、専用線である
LGWAN回線を用いた通信を行うことで、外部からの盗聴、漏えい等が起こら
ないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

事前 重要な変更

重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
ユーザ認証の管理　具体的な管理方法

・対象業務システムが利用可能な端末をシステム上、限定する仕組みと
なっている。
・システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによ
る識別とパスワードによる認証を実施する。この際に、ユーザごとに利用
可能な機能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組みと
なっている。
・ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止し
ている。
・認証に使用するパスワードと利用可能な機能は1年1回以上、変更する運
用を行っている。

・対象業務システムが利用可能な端末をシステム上、限定する仕組みとなって
いる。
・システムを利用する必要がある者の特定を行ったうえで、ユーザIDによる識
別とパスワードによる認証を実施する。この際に、ユーザごとに利用可能な機
能を制限することで、不正な利用が行うことができない仕組みとなっている。
・ユーザIDは個人ごとに割り当てられることとし、共用IDの発行は禁止してい
る。
・認証に使用するパスワードと利用可能な機能は1年1回以上、変更する運用を
行っている。
・サービス検索・電子申請機能を LGWAN接続端末上で利用する必要がある職
員を特定し、個人ごとのユーザーIDを割り当てるとともに、IDとパスワードに
よる認証を行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共用 IDの利用を禁止する。

事前 重要な変更



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスク
特定個人情報の使用の記録　具体的な管理方法

税務業務における特定個人情報へのアクセス記録は、システムがアクセス
ログ（日時、利用者、利用端末、利用情報）として全件記録している。

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体的な対策の内容　＜横須賀市における措置＞

＜横須賀市における措置＞
・盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠がで
きる場所に保管している。
・課内にある端末はセキュリティーワイヤーを用いて設置している。
・サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラ
で録画している。
・サーバー室内に設置したサーバーは、全て鍵付のサーバーラックに設置
している。

＜横須賀市における措置＞
・関係者以外立ち入り禁止等を表示している。
・職員については、名札を着用している。
・紙媒体については、鍵付きキャビネットで保管し、退庁時に施錠している。
・端末については、盗難防止具（鍵付チェーン等）の使用または鍵付キャビ
ネットへの保管を行っている。
・外部記憶媒体については、限定された USBメモリ等以外の利用不可、施錠
できるキャビネット等への保管、使用管理簿による管理、などの安全管理措置
を講じている。

事前 重要な変更

・税務業務における特定個人情報へのアクセス記録は、システムがアクセスロ
グ（日時、利用者、利用端末、利用情報）として全件記録している。
・サービス検索・電子申請機能へのアクセスログ、システムへのアクセスロ
グ、操作ログの記録を行い、操作者個人を特定できるようにする。
・アクセスログ及び操作ログは、改ざんを防止するため、不正プロセス検知ソ
フトウェアにより、不正なログの書き込み等を防止する。
・定期的に操作ログをチェックし、不正とみられる操作があった場合、操作内
容を確認する。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク
リスクに対する措置の内容

従業者が利用可能なシステムは、それぞれの事務分担に応じ制限されてお
り、不必要な情報にはアクセスできない措置を講じている。

・従業者が利用可能なシステムは、それぞれの事務分担に応じ制限されてお
り、不必要な情報にはアクセスできない措置を講じている。
・サービス検索・電子申請機能へアクセスできる端末を制限する。
・外部記憶媒体にサービス検索・電子申請機能から取得した個人番号付電子申
請データ等のデータを複製する場合、使用管理簿に記載し、事前に責任者の承
認を得たうえで複製する。なお、外部記憶媒体は限定された USB メモリ等の
みを使用する。
・外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体的な対策の内容　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度
（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環境に構築
し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策
を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととして
いる。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策　具体的な対策の内容　＜中間サーバー･プラットフォームに
おける措置＞

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所
への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在によ
るリスクを回避している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリ
ティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセ
キュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されてい
るほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策　具体的な対策の内容　＜横須賀市における措置＞

＜横須賀市における措置＞
・盗難を防ぐために、特定個人情報を含む記憶媒体は事務室内の施錠がで
きる場所に保管している。
・課内にある端末はセキュリティーワイヤーを用いて設置している。
・サーバ室は生体認証装置による入退室管理を行うとともに、監視カメラ
で録画している。
・サーバー室内に設置したサーバーは、全て鍵付のサーバーラックに設置
している。

＜横須賀市における措置＞

・端末は記録媒体が接続できない仕様にしている。

・端末はインターネット接続ができない仕様にしている。

・特定個人情報を回線により入手する場合は、他のシステムからのアクセスが行えない専用回線を用い

ている。

・ウイルス対策ソフトを導入している。

・ウイルス対策の対象は、サーバ、クライアント（端末）及びゲートウェイを含めた、包括的な対策を講じて

いる。

・常に最新のウイルス定義ファイル（パターンファイル）を使用している。

・定期的にウイルス対策の実施状況を確認している。

・インターネット等外部ネットワークとは分離し、不正アクセス防止をしている。

・外部接続（インターネット接続を含む）におけるアクセス制御に関する管理策として、ファイアウォールや

ルータを設置している。

・ハードウェア及びソフトウェアには、セキュリティ修正プログラムを適用している。

・システムや端末利用者を識別するアカウントの管理を行う。

・アカウントのアクセス権限は、必要最小限度の設定としている。

・異動等により、不要となったアカウントについては削除している。

・管理者権限アカウントは、必要最小限度の利用とし、通常運用時においては、一般権限のアカウントを

利用している。

・不正アクセス時の追跡、不正アクセスの事前対策を講じる手段として定期的にログを監視・保管してい

る。

・情報資産は適切に保管している。

・端末は画面表示を覗き見不可能な場所に設置、または覗き見防止フィルターを設置している。

・離席時は、次の適切な管理を行っている。パソコンの電源を切る、パスワード付スクリーンセーバー、

パソコンのキーボードロック、ログアウト（ログオフ）、画面表示を起動初期状態（情報の検索結果などが

表示されていない状態）にする等

・サービス検索・電子申請機能と地方公共団体との間は、専用線であるLGWAN回線を用いた通信を行うことで、外部からの盗聴、

漏えい等が起こらないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策　具体的な対策の内容　＜中間サーバー･プラットフォームに
おける措置＞

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所
への入退室者管理、有人監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナントとの混在によ
るリスクを回避している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッ
キングなどの脅威からネットワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を
導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行うとともに、ログの解析を
行っている。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パ
ターンファイルの更新を行っている。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティ
パッチの適用を行っている。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリ
ティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者が保有・管理す
る環境に設置し、インターネットとは切り離された閉域ネットワーク環境に構
築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個人情報は、中間サーバー・
プラットフォームの事業者及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよ
う制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線
を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間サーバー・プラット
フォームの事業者において、移行するデータを暗号化した上で、インターネッ
トを経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利用して通信を暗号化する
ことでデータ移行を行う。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策　具体的な対策の内容　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となってい
る。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントク
ラウドの利用に関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバ
メントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運
用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマ
ネージドサービスにより、ネットワークアクティビ
ティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリ
ングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対
し、脅威検出やDDos対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入
し、パターンファイルの更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導
入しているOS及びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチ
の適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、
インターネットとは切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点
からガバメントクラウドへの接続については、閉域ネットワークで構成する。

事前 重要な変更



提出時期に係る説明提出時期変更後の記載変更前の記載項目変更日

（４）eLTAX・国税連携システムファイル （２）eLTAX・国税連携システムファイル 事前 項番ずれに伴う修正

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
１．特定個人情報ファイル名

（５）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル （３）eLTAX・納税通知書・督促状等データバックアップファイル 事前 項番ずれに伴う修正

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク
リスクに対する措置の内容

保有する情報は、異動があった場合に随時更新しているため、古い情報の
まま保管されるリスクはない。

・保有する情報は、異動があった場合に随時更新しているため、古い情報のま
ま保管されるリスクはない。
・LGWAN接続端末は、基本的には、個人番号付電子申請データの一時保管と
して使用するが、一時保管中に再
申請や申請情報の訂正が発生した場合には古い情報で審査等を行わないよう、
履歴管理を行う。

事前 重要な変更

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
（１）税務関係システムファイル
７．個人情報の保管・消去
リスク３：特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク
消去手順　手順の内容

・媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソ
フトウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子
情報の消去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破
壊、のいずれかの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等
を処分する場合は、両方の措置をする。
・申告書等については、地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・
還付金の消滅時効、証明書の交付期間についての定めがあり、これらに準
拠して保管及び廃棄を行います。廃棄は、情報漏えいがないよう裁断、溶
解等の方法を採る。

・媒体等の処分の際には、情報を復元できないよう、電子情報消去専用ソフト
ウェアに よる電子情報の消去、媒体等に対する磁気照射により電子情報の消
去又は電子情報を復元不可能な状態にするべく媒体等の物理的破壊、のいずれ
かの措置を行います。なお、特定個人情報を記録した媒体等を処分する場合
は、両方の措置をする。
・申告書等については、地方税法等に更正・決定等の期間制限、地方税・還付
金の消滅時効、証明書の交付期間についての定めがあり、これらに準拠して保
管及び廃棄を行います。廃棄は、情報漏えいがないよう裁断、溶解等の方法を
採る。
・LGWAN接続端末については、業務終了後の不要な個人番号付電子申請デー
タ等の消去について徹底し、必要に応じて管理者が確認する。
・外部記憶媒体については、定期的に内部のチェックを行い不要なデータの確
認を行い、廃棄する場合は管理者の承認を得て行う手順を定めている。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、
ISO/IEC27001等に準拠したプロセスにしたがって確実にデータを消去する。

事前 重要な変更

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
 ②監査　具体的な内容　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度
（ISMAP）のリストに登録されたクラウドサービスから調達することとしてお
り、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監査機関リ
ストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。

事前 重要な変更

Ⅳ　その他のリスク対策
３.　その他のリスク対策　＜ガバメントクラウドにおける措置＞

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを
保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いについて委託を受けるASP
又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場
合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起因する事象の場合
は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対
応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象の場合は、地方公共団体
に業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合は、地方公共団体とデジタル庁
及び関係者で協議を行う。

事前 重要な変更

Ⅳ　その他のリスク対策
３.　その他のリスク対策　＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
　中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備
環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシ
の高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運
用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実現する。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、政府情報システム
のためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウ
ドサービス事業者による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリ
テラシの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実
現する。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
 ②監査　具体的な内容　＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
　運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期
的に監査を行うこととしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に
監査を行うこととしている。
②政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたク
ラウドサービス事業者は、
定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うことと
している。

事後

特定個人情報の漏えいその他
の事態を発生させるリスクを
相当程度変動させるものでは
ないと考えられる変更に該当
するため、再実施と合わせて
提出・公表する。

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
１．特定個人情報ファイル名


